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下線は，今回の提出資料を示す。 
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＜概 要＞ 

1.において，設計基準対象施設の「設置許可基準規則」及び「技術基準規則」

の追加要求事項を明確化するとともに，それら要求に対する島根原子力発電所２

号炉における適合性を示す。 

2.において，設計基準対象施設について，追加要求事項に適合するために必要

となる機能を達成するための設備又は運用等について説明する。 

3.において，追加要求事項に適合するための運用，手順等を抽出し，必要とな

る対策等を整理する。 

4.において，設計にあたって実施する各評価に必要な入力条件等の設定を行う

ため，設備等の設置状況を現場にて確認した内容について整理する。 

5条-1

3



1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

津波による損傷の防止について，「設置許可基準規則※１第五条」及び「技術基

準規則※２第六条」において，追加要求事項を明確化する（表１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                          

※１ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規

則 

※２ 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 
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表１ 「設置許可基準規則第五条」及び「技術基準規則第六条」 要求事項 

設置許可基準規則 

第五条（津波による損傷の

防止） 

技術基準規則 

第六条（津波による損傷の

防止） 

備考 

設計基準対象施設（兼用キ

ャスク及びその周辺施設

を除く。）は、その供用中

に当該設計基準対象施設

に大きな影響を及ぼすお

それがある津波（以下「基

準津波」という。）に対し

て安全機能が損なわれる

おそれがないものでなけ

ればならない。 

設計基準対象施設（兼用キ

ャスク及びその周辺施設を

除く。）が基準津波（設置

許可基準規則第五条第一項

に規定する基準津波をい

う。以下同じ。）によりそ

の安全性が損なわれるおそ

れがないよう、防護措置そ

の他の適切な措置を講じな

ければならない。 

追加要求事項 
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1.2 追加要求事項に対する適合性 

(1) 位置，構造及び設備 

ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

(2) 耐津波構造 

本発電用原子炉施設は，その供用中に当該施設に大きな影響を及ぼすおそれが

ある津波（以下「基準津波」という。）に対して，次の方針に基づき耐津波設計

を行い，「設置許可基準規則」に適合する構造とする。 

 

(ⅰ) 設計基準対象施設に対する耐津波設計 

設計基準対象施設は，基準津波に対して，以下の方針に基づき耐津波設計を行

い，その安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。基準津波の策定位置を

第８図に，基準津波の時刻歴波形を第９図に示す。 

また，設計基準対象施設のうち，津波から防護する設備を「設計基準対象施設

の津波防護対象設備」とする。 

【別添資料１(1.1)】 

 

ａ．設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包す

る建物及び区画の設置された敷地において，基準津波による遡上波を地上部から

到達又は流入させない設計とする。なお，設置許可基準規則 別記３の「建屋及

び区画」は島根原子力発電所２号炉における「建物及び区画」に該当する。また，

取水路，放水路等の経路から流入させない設計とする。具体的な設計内容を以下

に示す。 

 

(a) 設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包す

る建物及び区画は，基準津波による遡上波が到達する可能性があるため，津波

防護施設を設置し，津波の流入を防止する設計とする。 

【別添資料１(2.2.1)】 

 

(b) 上記(a)の遡上波については，敷地及び敷地周辺の地形及びその標高，河川

等の存在，設備等の配置状況並びに地震による広域的な隆起・沈降を考慮して，

遡上波の回り込みを含め敷地への遡上の可能性を検討する。また，地震による

変状又は繰り返し襲来する津波による洗掘・堆積により地形又は河川流路の変

化等が考えられる場合は，敷地への遡上経路に及ぼす影響を検討する。 

【別添資料１(1.3)】 

 

(c) 取水路，放水路等の経路から，津波が流入する可能性について検討した上で，

流入の可能性のある経路（扉，開口部，貫通口等）を特定し，必要に応じ津波

防護施設及び浸水防止設備の浸水対策を施すことにより，津波の流入を防止す

る設計とする。 
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6



【別添資料１(2.2.2)】 

 

ｂ．取水・放水施設，地下部等において，漏水する可能性を考慮の上，漏水によ

る浸水範囲を限定して，重要な安全機能への影響を防止する設計とする。具体的

な設計内容を以下に示す。 

 

(a) 取水・放水施設の構造上の特徴等を考慮して，取水・放水施設，地下部等に

おける漏水の可能性を検討した上で，漏水が継続することによる浸水範囲を想

定（以下「浸水想定範囲」という。）するとともに，同範囲の境界において浸

水の可能性のある経路及び浸水口（扉，開口部，貫通口等）を特定し，浸水防

止設備を設置することにより浸水範囲を限定する設計とする。 

【別添資料１(2.3(1))】 

 

(b) 浸水想定範囲及びその周辺に設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用

取水設備を除く。）がある場合は，防水区画化するとともに，必要に応じて浸

水量評価を実施し，安全機能への影響がないことを確認する。 

【別添資料１(2.3(2))】 

 

(c) 浸水想定範囲における長期間の浸水が想定される場合は，必要に応じ排水設

備を設置する。 

【別添資料１(2.3(3))】 

 

ｃ．上記ａ．及びｂ．に規定するもののほか，設計基準対象施設の津波防護対象

設備（非常用取水設備を除く。）を内包する建物及び区画については，浸水防護

をすることにより津波による影響等から隔離する。そのため，浸水防護重点化範

囲を明確化するとともに，津波による溢水を考慮した浸水範囲及び浸水量を保守

的に想定した上で，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路及び浸水口

（扉，開口部，貫通口等）を特定し，それらに対して必要に応じ浸水対策を施す

設計とする。 

【別添資料１(2.4.1)】 

 

ｄ．水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を防止する。その

ため，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（以下(2)に

おいて「非常用海水ポンプ」という。）については，基準津波による水位の低下

に対して，非常用海水ポンプが機能保持でき，かつ，冷却に必要な海水が確保で

きる設計とする。また，基準津波による水位変動に伴う砂の移動・堆積及び漂流

物に対して取水口，取水管及び取水槽の通水性が確保でき，かつ，取水口からの

砂の混入に対して非常用海水ポンプが機能保持できる設計とする。なお，漂流物

については，定期的な調査により人工構造物の設置状況の変化を把握する。 

5条-5
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【別添資料１(2.5)】 

 

ｅ．津波防護施設及び浸水防止設備については，入力津波（施設の津波に対する

設計を行うために，津波の伝播特性，流入経路等を考慮して，それぞれの施設に

対して設定するものをいう。以下同じ。）に対して津波防護機能及び浸水防止機

能が保持できる設計とする。また，津波監視設備については，入力津波に対して

津波監視機能が保持できる設計とする。 

【別添資料１(4.1～4.3)】 

ｆ．津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の設計に当たっては，地震に

よる敷地の隆起・沈降，地震（本震及び余震）による影響，津波の繰り返しの襲

来による影響，津波による二次的な影響（洗掘，砂移動，漂流物等）及びその他

自然現象（風，積雪等）を考慮する。 

【別添資料１(4.1～4.4)】 

 

ｇ．津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の設計並びに非常用海水ポン

プの取水性の評価に当たっては，入力津波による水位変動に対して朔望平均潮位

及び潮位のばらつきを考慮して安全側の評価を実施する。なお，その他の要因に

よる潮位変動についても適切に評価し考慮する。また，地震により陸域の隆起又

は沈降が想定される場合，想定される地震の震源モデルから算定される敷地の地

殻変動量を考慮して安全側の評価を実施する。 

【別添資料１(1.5)】  
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ヌ その他発電用原子炉の附属施設の構造及び設備 

(3) その他の主要な事項 

(ⅱ) 浸水防護設備 

ａ．津波に対する防護設備 

設計基準対象施設は，基準津波に対して，その安全機能が損なわれるおそれが

ないものでなければならないこと，また，重大事故等対処施設は，基準津波に対

して，重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないもので

なければならないことから，防波壁，防波壁通路防波扉，流路縮小工，屋外排水

路逆止弁，防水壁，水密扉，隔離弁，床ドレン逆止弁，貫通部止水処置等により，

津波から防護する設計とする。 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

個数 １ 

防波壁（逆Ｔ擁壁） 

個数 １ 

防波壁（波返重力擁壁） 

個数 １ 

防波壁通路防波扉 

個数 ４ 

流路縮小工 

個数 ２ 

屋外排水路逆止弁 

個数 14 

防水壁 

個数 ２ 

水密扉 

個数 一式 

隔離弁 

個数 ６ 

床ドレン逆止弁 

個数 一式 

貫通部止水処置 

個数 一式 

 

【別添資料 1（4.1～4.3）】 
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第８図 基準津波の策定位置 
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0.77m

2.44m
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【基準津波２】
日本海東縁部（２領域連動モデル；防波堤有り）

-1.12m

1.21m

-1.07m

1.27m

【基準津波１】
日本海東縁部（鳥取県モデル；防波堤有り）
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最大水位上昇量2.44m＋朔望平均満潮位T.P.+0.46m≒T.P.+2.9m

最大水位上昇量1.21m＋朔望平均満潮位T.P.+0.46m≒T.P.+1.7m

最大水位上昇量1.27m＋朔望平均満潮位T.P.+0.46m≒T.P.+1.8m

最大水位上昇量0.77m＋朔望平均満潮位T.P.+0.46m
－地盤変動量+0.46m≒T.P.+0.8m

最大水位下降量-1.05m＋朔望平均干潮位T.P.-0.02m
－地盤変動量+0.46m≒T.P.-1.6m

最大水位下降量-1.96m
＋朔望平均干潮位T.P.-0.02m≒T.P.-2.0m

最大水位下降量-1.12m
＋朔望平均干潮位T.P.-0.02m≒T.P.-1.2m

最大水位下降量-1.07m
＋朔望平均干潮位T.P.-0.02m≒T.P.-1.1m

【基準津波３】
日本海東縁部（２領域連動モデル；防波堤有り）

【基準津波４】
海域活断層（Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層；防波堤有り）

 

 

第９図(1) 基準津波の時刻歴波形 
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最大水位上昇量1.25m＋朔望平均満潮位T.P.+0.46m≒T.P.+1.8m

最大水位上昇量1.57m＋朔望平均満潮位T.P.+0.46m≒T.P.+2.1m

最大水位下降量-1.35m
＋朔望平均干潮位T.P.-0.02m≒T.P.-1.4m

最大水位下降量-1.35m
＋朔望平均干潮位T.P.-0.02m≒T.P.-1.4m

【基準津波５】
日本海東縁部（２領域連動モデル；防波堤無し）

【基準津波６】
日本海東縁部（２領域連動モデル；防波堤無し）

 

 

第９図(2) 基準津波の時刻歴波形 
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(2) 安全設計方針 

1.5 耐津波設計 

1.5.1 設計基準対象施設の耐津波設計 

1.5.1.1 設計基準対象施設の耐津波設計の基本方針 

設計基準対象施設は，その供用中に当該設計基準対象施設に大きな影響を及ぼ

すおそれがある津波（以下「基準津波」という。）に対してその安全機能が損な

われるおそれがない設計とする。 

 

(1) 津波防護対象の選定 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規

則（以下「設置許可基準規則」という。）第五条（津波による損傷の防止）」の

「設計基準対象施設は，基準津波に対して安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」との要求は，設計基準対象施設のうち，安全機能を有す

る設備を津波から防護することを要求していることから，津波から防護を検討す

る対象となる設備は，設計基準対象施設のうち安全機能を有する設備（クラス１，

クラス２及びクラス３設備）である。 

また，「設置許可基準規則」の解釈別記３では，津波から防護する設備として，

耐震Ｓクラスに属する設備（津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備を除

く。）が要求されている。 

以上から，津波から防護を検討する対象となる設備は，クラス１，クラス２及

びクラス３設備並びに耐震Ｓクラスに属する設備（津波防護施設，浸水防止設備

及び津波監視設備を除く。）とする。このうち，クラス３設備については，安全

評価上その機能を期待する設備は，津波に対してその機能を維持できる設計とし，

その他の設備は損傷した場合を考慮して，代替設備により必要な機能を確保する

等の対応を行う設計とする。 

これより，津波から防護する設備は，クラス１及びクラス２設備並びに耐震Ｓ

クラスに属する設備（津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備を除く。）

（以下1.5において「設計基準対象施設の津波防護対象設備」という。）とする。 

なお，津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備は，「設置許可基準規則」

の解釈別記３で入力津波に対して機能を十分に保持できることが要求されており，

同要求を満足できる設計とする。 

【別添資料１(1.1)】 

 

(2) 敷地及び敷地周辺における地形，施設の配置等 

津波に対する防護の検討に当たって基本事項となる発電所の敷地及び敷地周辺

における地形，施設の配置等を把握する。 

 

ａ．敷地及び敷地周辺における地形，標高並びに河川の存在の把握 
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島根原子力発電所の敷地は，島根半島の中央部，日本海に面した松江市鹿島町

に位置している。 

敷地の地形は，輪谷湾を中心とした半円状であり，敷地周辺の地形は，東西

及び南側の三方向を標高150m程度の高さの山に囲まれ，北側は日本海に面してい

る。 

敷地周辺の河川としては，敷地から南方約２kmに人工河川の佐陀川があり，宍

道湖から日本海に注いでいる。 

敷地は，主にＥＬ.＋8.5m，ＥＬ.＋15.0m及びＥＬ.＋44.0mの高さに分かれてい

る。 
【別添資料１(1.2(1))】 

 

ｂ．敷地における施設の位置，形状等の把握 

設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包する

建物及び区画として，ＥＬ.＋15.0mの敷地に原子炉建物，廃棄物処理建物及び制

御室建物を設置し，ＥＬ.＋8.5mの敷地にタービン建物を設置する。屋外設備とし

ては，ＥＬ.＋15.0mの敷地にＢ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系）を設置

し，ＥＬ.＋8.5mの敷地にＡ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系），高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系）及び排気筒を，ＥＬ.＋8.5mの敷地地

下の取水槽床面ＥＬ.＋1.1mに原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機

海水ポンプ（以下1.5において「非常用海水ポンプ」という。）を設置する。また，

非常用取水設備として，取水口及び取水管，ＥＬ.＋8.5mの敷地に取水槽を設置す

る。 

津波防護施設として，日本海及び輪谷湾に面した敷地面に天端高さＥＬ.＋

15.0mの防波壁を設置する。また，防波壁通路に天端高さＥＬ.＋15.0mの防波壁通

路防波扉を設置し，１号炉取水槽の取水管端部（取水管中心：ＥＬ.－4.9m）に流

路縮小工を設置する。 

浸水防止設備として，屋外排水路（ＥＬ.＋2.3m～ＥＬ.＋7.3m）に屋外排水路

逆止弁，取水槽（ＥＬ.＋1.1m～ＥＬ.＋8.8m）に防水壁，水密扉及び床ドレン逆

止弁を設置する。また，タービン建物（復水器を設置するエリア）とタービン建

物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）の境界に防水壁，水密扉及び床ドレ

ン逆止弁を設置する。地震時に損傷した場合に津波が流入する可能性がある経路

に対して，隔離弁を設置するとともに，バウンダリ機能を保持するポンプ及び配

管を設置する。取水槽，屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）及びタービン

建物（復水器を設置するエリア）の貫通部に対して止水処置を実施する。 

津波監視設備として，取水槽の高さＥＬ.－9.3mに取水槽水位計を設置し，２号

炉排気筒のＥＬ.＋64.0m，３号炉北側の防波壁上部（東側・西側）ＥＬ.＋15.0m

の位置に津波監視カメラを設置する。 

敷地内の遡上域の建物・構築物等としては，防波壁外側のＥＬ.＋6.0mの荷揚場

に荷揚場詰所，デリッククレーン，キャスク取扱収納庫等がある。なお，遡上域

のＥＬ.＋8.5m盤に建物・構築物等はない。 
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【別添資料１(1.2(2))】 
 

ｃ．敷地周辺の人工構造物の位置，形状等の把握 

港湾施設としては，発電所構内に防波堤を設置しており，その内側には荷揚場

を設けている。 

発電所構外には，西方１km程度に片句（かたく）漁港，発電所西方２km程度に

手結（たゆ）漁港，南西２km程度に恵曇（えとも）漁港，東方３㎞及び４km程度

に御津（みつ）漁港及び大芦（おわし）漁港があり，各漁港には防波堤が設置さ

れている。漁港には漁船が約230隻あり，発電所周辺では，イカ釣り漁，かご漁，

サザエ網・カナギ漁等が営まれている。また，発電所から２km程度離れた位置に

海上設置物である定置網の設置海域がある。 

敷地周辺の状況としては，民家，工場等があり，敷地前面海域における通過船

舶としては，海上保安庁の巡視船，漁船，プレジャーボート，引き船，タンカー，

貨物船及び帆船が航行している。他には発電所から約６km離れた潜戸（くけど）

に小型の船舶による観光遊覧船の航路がある。 

【別添資料１(1.2(3))】 

 

 (3) 入力津波の設定 

入力津波を基準津波の波源から各施設・設備の設置位置において算定される時

刻歴波形として設定する。基準津波による各施設・設備の設置位置における入力

津波の時刻歴波形を第1.5－1図から第1.5－4図に，入力津波高さを第1.5－1表に

示す。日本海東縁部に想定される地震による津波及び海域活断層から想定される

地震による津波の特性は以下のとおりである。 

日本海東縁部に想定される地震による津波は，波源が敷地から600km以上離れ

ており，敷地において最大水位となる時間は地震発生から190分程度であるが，

水位変動量は大きい。また，波源の活動に伴う余震及び地殻変動が敷地に与える

影響は小さい。 

海域活断層から想定される地震による津波は，波源が敷地近傍であり，敷地に

おいて最大水位となる時間は地震発生から５分程度であるが，水位変動量は日本

海東縁部に想定される地震による津波に比べて小さい。また，波源の活動に伴う

余震及び地殻変動については，敷地への影響を考慮する。 

なお，設計において，津波が到達する施設については，津波荷重と余震荷重の

重畳の要否を検討する必要があるが，海域活断層を波源とする水位上昇側の基準

津波が策定されていないことから，海域活断層上昇側最大ケースの津波について

も，入力津波の検討対象とする。 

入力津波の設定に当たっては，津波の高さ，速度及び衝撃力に着目し，各施設・

設備において算定された数値を安全側に評価した値を入力津波高さや速度とし

て設定することで，各施設・設備の構造・機能の損傷に影響する浸水高及び波力・

波圧について安全側に評価する。 
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ａ．水位変動 

入力津波の設定に当たっては，潮位変動として，上昇側の水位変動に対しては

朔望平均満潮位ＥＬ.＋0.58m及び潮位のばらつき0.14mを考慮し，下降側の水位変

動に対しては朔望平均干潮位ＥＬ.－0.02m及び潮位のばらつき0.17mを考慮する。

朔望平均潮位及び潮位のばらつきは発電所構内（輪谷湾）における潮位観測記録

に基づき評価する。 

潮汐以外の要因による潮位変動については，発電所構内（輪谷湾）における約

15年（1995年～2009年）の潮位観測記録に基づき，高潮発生状況（発生確率，台

風等の高潮要因）を確認する。 

なお，発電所最寄りの気象庁潮位観測地点「境」（発電所の敷地東方約23㎞）

は，発電所と同様に日本海に面して潮位計を設置している。当該地点における潮

位観測記録は発電所構内（輪谷湾）における潮位観測記録と大きな差はない。 

高潮要因の発生履歴及びその状況を考慮して，高潮の発生可能性とその程度（ハ

ザード）について検討する。基準津波による基準津波策定位置における水位の年

超過確率は10－4から10－5程度であり，独立事象として津波と高潮が重畳する可能性

は極めて低いと考えられるものの，高潮ハザードについては，プラント運転期間

を超える再現期間100年に対する期待値ＥＬ.＋1.36mと，入力津波で考慮した朔望

平均満潮位ＥＬ.＋0.58mと潮位のばらつき0.14mの合計との差である0.64mを外郭

防護の裕度評価において参照する。 

 

ｂ．地殻変動 

 地震による地殻変動についても安全側の評価を実施するために，津波波源とな

る地震による地殻変動を考慮するとともに，津波が起きる前に基準地震動Ｓｓの

震源となる敷地周辺の活断層から想定される地震が発生した場合を想定した地殻

変動を考慮する。 

 敷地地盤の地殻変動量は，Mansinha and Smylie(1971)の方法により算定する。 

 津波波源となる地震による地殻変動としては，海域活断層及び日本海東縁部の

津波波源を想定する。海域活断層による地殻変動量は，0.34mの隆起である。日本

海東縁部に想定される地震による津波については，起因となる波源が敷地から十

分に離れており，敷地への地震による地殻変動の影響は十分に小さいため，地殻

変動量を考慮しない。また，基準地震動Ｓｓの震源による地殻変動としては，宍

道断層及び海域活断層を想定する。宍道断層による地殻変動量は，0.02m以下の沈

降であり，敷地への影響が十分小さいことから考慮しない。海域活断層による地

殻変動量は，0.34mの隆起である。なお，津波発生前に基準地震動Ｓｓの震源によ

る地殻変動が発生する場合の検討においては，同一震源による繰り返しの地殻変

動は考慮しない。 

以上のことから，下降側の水位変動に対して安全機能への影響を評価する際に

は，0.34mの隆起を考慮する。 
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なお，島根原子力発電所の敷地は日本海側に位置していること，及び2011年東

北地方太平洋沖地震による影響がないことからプレート間地震の影響はない。ま

た，広域的な余効変動については，基準地震動Ｓｓの評価における検討用地震の

震源において最近地震は発生していないことから，広域的な余効変動は生じてお

らず，津波に対する安全性評価に影響を及ぼすことはない。 

 

ｃ．敷地への遡上に伴う入力津波 

基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域の評価（以下1.5では「数値シミュレー

ション」という。）に当たっては，数値シミュレーションに影響を及ぼす斜面や

道路等の地形とその標高及び伝播経路上の人工構造物の設置状況を考慮し，遡上

域の格子サイズ（最小6.25m）に合わせた形状にモデル化する。 

敷地沿岸域及び海底地形は，海域では一般財団法人 日本水路協会（2008～

2011），深浅測量等による地形データを使用し，陸域では，国土地理院（2014）

等による地形データを使用する。また，取水路・放水路等の諸元及び敷地標高に

ついては，発電所の竣工図等を使用する。 

伝播経路上の人工構造物については，図面を基に数値シミュレーション上影響

を及ぼす構造物を考慮し，遡上・伝播経路の状態に応じた解析モデル，解析条件

が適切に設定された遡上域のモデルを作成する。 

敷地周辺の遡上・浸水域の把握に当たっては，敷地前面・側面及び敷地周辺の

津波の侵入角度及び速度並びにそれらの経時変化を把握する。敷地周辺の浸水域

の寄せ波・引き波の津波の遡上・流下方向及びそれらの速度について留意し，敷

地の地形，標高の局所的な変化等による遡上波の敷地への回り込みを考慮する。 

数値シミュレーションに当たっては，遡上及び流下経路上の地盤並びにその周

辺の地盤について，地震に伴う液状化，流動化又は滑りによる標高変化を考慮し

た数値シミュレーションを実施し，遡上波の敷地への到達（回り込みによるもの

を含む。）の可能性について確認する。 

防波壁（東端部）及び防波壁（西端部）は双方とも地山斜面（岩盤）に擦り付

き，これらの地山が津波の敷地への地上部からの到達に対して障壁となっている。

このため，津波防護上の障壁となっている地山及び防波壁と地山斜面との接続箇

所については，地震時及び津波時の健全性について耐震重要施設及び重大事故等

対処施設の周辺斜面と同等の信頼性を有する評価を実施し，津波防護機能を保持

する構造とする。 

また，敷地周辺を流れる河川として，敷地から南方約２kmの位置に佐陀川が存

在するが，発電所とは標高150m程度の山地で隔てられている。この状況から，敷

地への遡上波に影響することはない。 

遡上波の敷地への到達の可能性に係る検討に当たっては，基準地震動Ｓｓに伴

い地形変化及び標高変化が生じる可能性を踏まえ，入力津波高さへの影響を確認

するため，数値シミュレーションの条件として沈下無しの条件に加えて，埋戻土

及び砂礫層に対して揺すり込み及び液状化に伴い地盤を沈下させた条件について
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も考慮する。なお，防波壁両端部以外の敷地周辺斜面の崩壊による入力津波高さ

への影響については，数値シミュレーションの条件として斜面崩壊なしの条件に

加えて，敷地周辺の地滑り地形が判読されている地山の斜面について斜面崩壊さ

せた条件についても考慮して検討した結果，敷地に与える影響がないことから，

斜面崩壊は影響要因として考慮しない。また，発電所の防波堤については，基準

地震動Ｓｓによる損傷の可能性があることから，数値シミュレーションの条件と

して防波堤有りの条件に加えて，防波堤がない条件についても考慮する。これら

の条件を考慮した数値シミュレーションを実施し，遡上域や津波水位を保守的に

想定する。 

初期潮位は，ＥＬ.±0.0mとする。朔望平均満潮位（ＥＬ.＋0.58m）及び潮位の

ばらつき（0.14m）は，数値シミュレーションによる津波水位に加えることで考慮

する。 

数値シミュレーション結果を第1.5－5 図に示す。施設護岸及び防波壁で最大を

示した基準津波１（斜面崩壊なし，地盤変状なし，防波堤なしの条件）の最高水

位分布では，潮位及び潮位のばらつきを考慮して，最高水位は，敷地高さＥＬ.＋

8.5mに対して施設護岸及び防波壁でＥＬ.＋11.9mとなっている。一方，海域活断

層上昇側最大ケース（斜面崩壊なし，地盤変状なし，防波堤ありの条件）の最高

水位分布では，潮位及び潮位のばらつきを考慮して，最高水位は，敷地高さＥＬ.

＋8.5mに対して施設護岸及び防波壁でＥＬ.＋4.2mとなっている。したがって，防

波壁等の津波防護施設がない場合は，基準津波１により敷地の一部が遡上域とな

る。このため，津波防護施設である防波壁を設置し，設計基準対象施設の津波防

護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包する建物及び区画の設置された敷

地に地上部から津波が到達，流入しない設計とする。 

津波による港湾内の局所的な海面の固有振動の励起について確認するため，湾

口，湾中央，湾奥西，湾奥東及び２号炉取水口の時刻歴波形を比較した。その結

果，湾口から湾奥に向かう津波の伝搬先で水位のピーク値が大きくなり，一部地

点（湾奥東）においては，上昇側のみピーク値の増加が顕著に認められる。これ

らは，湾口から湾奥に向かう津波の伝搬先の水深が浅くなることによる水位の増

幅，海面の固有振動による励起及び隅角部における反射の影響であり，これらの

影響は津波の数値シミュレーションにおいて適切に再現されている。また，津波

監視設備が設置されている取水槽内の水位変動は，取水口位置の水位変動を初期

条件とした管路計算により算定していることから，励起の影響が考慮されている。 

なお，湾奥東の地点のように，ピーク値の増加が顕著に認められる地点があり，

海面の固有振動による励起の可能性が否定できないことから，入力津波の設定に

当たっては，保守的な評価となるよう当該地点における最大の水位を一律に評価

地点（施設護岸又は防波壁）の入力津波高さとして設定している。 

発電所敷地について，その標高の分布と津波の遡上高さの分布を比較すると，

防波壁等の津波防護施設がない場合は，遡上波が敷地に地上部から到達，流入す

る可能性がある。津波防護の設計に使用する入力津波は，敷地及びその周辺の遡
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上域，遡上経路の不確かさ及び施設の広がりを考慮して設定するものとする。設

計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包する建物

及び区画の設置された敷地への地上部からの到達及び流入の防止に係る設計又は

評価に用いる入力津波高さは，施設護岸及び防波壁でＥＬ.＋11.9mとする。 

なお，設計又は評価の対象となる施設等が設置される敷地は，日本海及び輪谷

湾に面して，堅固な地盤上にＥＬ.＋15.0mの防波壁を設置しており，地震による

沈下は想定されず，津波が敷地へ到達する可能性はない。一方，防波壁前面に存

在する埋戻土は地震時に沈下する可能性があるため，防波壁前面（荷揚場）の地

震による沈下を想定した数値シミュレーションを実施した。その結果，入力津波

高さに影響がないことを確認したことから，防波壁前面（荷揚場）の地震による

沈下を考慮しない。 

 

ｄ．取水路・放水路等の経路からの流入に伴う入力津波 

取水路・放水路等からの流入に伴う入力津波は，流入口となる港湾内における

津波高さについては，上記ａ．及びｂ．に示した事項を考慮し，上記ｃ．に示し

た数値シミュレーションにより安全側の値を設定する。また，取水路及び放水路

内における津波高さについては，各水路の特性を考慮した水位を適切に評価する

ため，開水路及び管路において非定常管路流の連続式及び運動方程式を使用し，

上記の港湾内における津波高さの時刻歴波形を入力条件として管路解析を実施す

ることにより算定する。その際，取水口から取水槽に至る系並びに放水口から放

水槽に至る系をモデル化し，管路の形状，材質及び表面の状況に応じた損失を考

慮するとともに，貝付着の有無及びポンプの稼働有無を不確かさとして考慮した

計算条件とし，安全側の値を設定する。 

なお，非常用海水ポンプの取水性を確保するため，発電所を含む地域に大津波

警報が発表された場合，循環水ポンプを停止する運用を定める。このため，日本

海東縁部に想定される地震による津波の取水路の入力津波高さの設定に当たって

は，水位の評価は循環水ポンプの停止を前提として実施する。 

また，１号炉取水槽に流路縮小工を設置することから，１号炉循環水ポンプの

停止を前提とする。  

【別添資料１(1.4～1.6)】 

 

1.5.1.2  敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

津波防護の基本方針は，以下の(1)から(5)のとおりである。 

(1) 設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。下記(3)に

おいて同じ。）を内包する建物及び区画の設置された敷地において，基準津波

による遡上波を地上部から到達又は流入させない設計とする。また，取水路・

放水路等の経路から流入させない設計とする。 

【別添資料１(2.2)】 
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(2) 取水・放水施設，地下部等において，漏水する可能性を考慮の上，漏水によ

る浸水範囲を限定して，重要な安全機能への影響を防止できる設計とする。 

【別添資料１(2.3)】 

 

(3) 上記２方針のほか，設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建物及

び区画については，浸水防護をすることにより，津波による影響等から隔離可

能な設計とする。 

【別添資料１(2.4)】 

 

(4) 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を防止できる設

計とする。 

【別添資料１(2.5)】 

 

 

(5) 津波監視設備については，入力津波に対して津波監視機能が保持できる設計

とする。 

【別添資料１(2.6)】 

 

敷地の特性に応じた津波防護としては，基準津波による遡上波を地上部から到

達又は流入させない設計とするため，数値シミュレーションに基づき，外郭防護

として防波壁及び防波壁通路防波扉を設置する。 

また，取水路，放水路等の経路から津波を流入させない設計とするため，外郭

防護として，１号炉取水槽に流路縮小工，屋外排水路に屋外排水路逆止弁，２号

炉取水槽に防水壁，水密扉及び床ドレン逆止弁を設置する。また，取水槽及び屋

外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の貫通部に対して止水処置を実施する。 

設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包する

建物及び区画については，津波による影響等から隔離可能な設計とするため，内

郭防護として，タービン建物（復水器を設置するエリア）と浸水防護重点化範囲

との境界に防水壁，水密扉及び床ドレン逆止弁を設置し，貫通部止水処置を実施

する。また，地震により損傷した場合に浸水防護重点化範囲へ津波が流入する可

能性がある経路に対して，隔離弁を設置するとともに，バウンダリ機能を保持す

るポンプ及び配管を設置する。 

地震発生後，津波が発生した場合に，その影響を俯瞰的に把握するため，津波

監視設備として，取水槽に取水槽水位計を，２号炉排気筒及び３号炉北側の防波

壁上部（東側・西側）に津波監視カメラを設置する。 

津波防護対策の設備分類と設置目的を第1.5－2表に示す。また，敷地の特性に

応じた津波防護の概要を第1.5－6図に示す。 

【別添資料１(2.1)】 
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1.5.1.3 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

(1) 遡上波の地上部からの到達，流入の防止 

  設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包する

原子炉建物，制御室建物及び廃棄物処理建物はＥＬ.＋15.0mの敷地に設置してい

る。また，タービン建物はＥＬ.＋8.5mの敷地に設置している。 

屋外には，ＥＬ.＋15.0mの敷地にＢ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系）

を設置するエリア及び屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉

建物）があり，ＥＬ.＋8.5mの敷地にＡ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系），

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系）を設置するエリア，排気筒

を設置するエリア及び屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒，タービン建物～

放水槽）がある。また，ＥＬ.＋8.5mの敷地地下の取水槽に非常用海水ポンプを

設置している。 

このため，高潮ハザードの再現期間100年に対する期待値を踏まえた潮位を考

慮した上で，施設護岸又は防波壁における入力津波高さＥＬ.＋11.9mに対して，

天端高さＥＬ.＋15.0mの防波壁及び防波壁通路防波扉を設置することにより，津

波が到達，流入しない設計とする。 

また，遡上波の地上部からの到達，流入の防止として，地山斜面を活用する。

地山斜面は，防波壁の高さＥＬ.＋15.0m以上の安定した岩盤とし，地震時及び津

波時においても津波防護機能を十分に保持する構造とする。 

【別添資料１(2.2.1)】 

 

(2) 取水路，放水路等の経路からの津波の流入防止 

敷地へ津波が流入する可能性のある経路としては，取水路，放水路及び屋外排

水路が挙げられる。これらの経路を第1.5－3表，取水路及び放水路の縦断図を第

1.5－7図に示す。 

特定した流入経路から，津波が流入する可能性について検討を行い，取水路，

放水路等の経路からの流入に伴う入力津波高さ及び高潮ハザードの再現期間100

年に対する期待値を踏まえた潮位に対しても，十分に余裕のある設計とする。 

特定した流入経路から，津波が流入することを防止するため，津波防護施設と

して，１号炉取水槽に流路縮小工を設置する。また，浸水防止設備として，屋外

排水路に屋外排水路逆止弁を，２号炉取水路の取水槽除じん機エリア天端開口部

に防水壁及び水密扉を，２号炉取水槽床面開口部に床ドレン逆止弁を設置し，２

号炉取水槽除じん機エリアと取水槽Ｃ／Ｃケーブルダクト及び２号炉取水槽除

じん機エリアと２号炉取水槽海水ポンプエリア並びに２号炉放水槽と屋外配管

ダクト（タービン建物～放水槽）との貫通部に対して止水処置を実施する。また，

２号炉の取水路及び放水路に接続する配管については，内包する流体に対するバ

ウンダリが形成されており，津波の流入経路とならない。なお，１号炉及び３号

炉の取水路及び放水路の天端開口高さは，入力津波高さ以上であり，津波の流入

経路とならない。 
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これらの浸水対策の概要について，第1.5－8図～第1.5－10図に示す。 

また，浸水対策の実施により，特定した流入経路からの津波の流入防止が可能

であることを確認した結果を第1.5－4表に示す。 

上記のほか，１号炉放水連絡通路については，コンクリート及び埋戻土による

閉塞工事を実施するため，津波の流入経路とならない。 

なお，２号炉放水路の循環水系配管の貫通部は，コンクリート巻立てによる密

着構造となっていることから津波が流入することはない。 

【別添資料１(2.2.2)】 

 

1.5.1.4 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２） 

(1) 漏水対策 

取水・放水施設，地下部等における漏水の可能性を検討した結果，取水槽海水

ポンプエリア及び取水槽循環水ポンプエリアには，床ドレン逆止弁を設置してお

り，入力津波高さが逆止弁を設置している床面の高さを上回り，当該部で漏水が

継続する可能性がある。 

取水槽海水ポンプエリアには重要な安全機能を有する非常用海水ポンプ及び

非常用海水系の配管等が設置されていることから，取水槽海水ポンプエリアを漏

水が継続することによる浸水の範囲（以下1.4において「浸水想定範囲」という。）

として想定する。 

また，取水槽循環水ポンプエリアには重要な安全機能を有する非常用海水系の

配管等が設置されていることから，浸水想定範囲として想定する。 

   取水設備の構造上の特徴等を考慮して，取水槽海水ポンプエリア及び取水槽

循環水ポンプエリア床面における漏水の可能性を検討した結果，床面における

開口部等として挙げられる海水ポンプのグランド部及び雨水排水口について，

グランド部に対しては，パッキンやボルトによるシール等の設計上の配慮を，

雨水排水口については，床ドレン逆止弁を設置する設計上の配慮を施しており，

漏水による浸水経路とならない。 

   なお，各海水ポンプのグランドドレンはグランドドレン配管を取水槽循環水

ポンプエリア及び取水槽海水ポンプエリア内に開放し，床ドレン逆止弁を経由

した排水とすることから，漏水による浸水経路とならない。 

以上より，設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）

を内包する建物及び区画への漏水による浸水の可能性はない。 

【別添資料1（2.3(1)）】 

 

 (2) 安全機能への影響確認 

取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循環水ポンプエリアには，重要な安全機

能を有する屋外設備である非常用海水ポンプ及び非常用海水系の配管等が設置

されているため，取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循環水ポンプエリアを防

水区画化する。 
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上記(1)より，設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を除

く。）を内包する建物及び区画への漏水による浸水の可能性はないが，取水槽

床ドレン逆止弁に津波が到達した場合に，漏水が発生することを考慮し，各浸

水想定範囲における浸水を仮定する。その上で，重要な安全機能を有する非常

用海水ポンプ及び非常用海水系の配管等について，漏水による取水槽海水ポン

プエリアにおける浸水量を評価し，安全機能への影響がないことを確認する。

また，浸水想定範囲のうち取水槽循環水ポンプエリアについては，循環水系配

管の伸縮継手の全円周上の破損による溢水に対し，取水槽循環水ポンプエリア

内の非常用海水系の配管等が機能喪失しないことを確認する。浸水想定範囲ご

とに防水区画化するエリアを整理した一覧を第1.5－5表に，浸水想定範囲を第

1.5－11図に防水区画化の範囲を第1.5－12図に示す。 
【別添資料1（2.3(2)）】 

 

(3) 排水設備設置の検討 

上記(2)において浸水想定範囲のうち重要な安全機能を有する非常用海水ポ

ンプが設置されている取水槽海水ポンプエリアで長期間浸水することが想定さ

れる場合は，排水設備を設置する。 

【別添資料1（2.3(3)）】 

 

1.5.1.5 設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建物及び区画の隔離 

（内郭防護） 

(1) 浸水防護重点化範囲の設定 

浸水防護重点化範囲として，原子炉建物，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備

を設置するエリア），廃棄物処理建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア），

制御室建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア），取水槽海水ポンプエリア，

取水槽循環水ポンプエリア，屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～

原子炉建物，タービン建物～排気筒及びタービン建物～放水槽），Ａ－非常用デ

ィーゼル発電機（燃料移送系），Ｂ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系），

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系）及び排気筒を設置するエリ

アを設定する。 

【別添資料1（2.4.1）】 

 

(2) 浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策 

津波による溢水を考慮した浸水範囲，浸水量については，地震による溢水の影

響も含めて確認を行い，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路及び浸

水口を特定し，浸水対策を実施する。 

具体的には，タービン建物（復水器を設置するエリア）において発生する地震

による循環水系配管等の損傷箇所からの津波の流入等が，浸水防護重点化範囲

（タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア），原子炉建物，取水槽
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循環水ポンプエリア）へ影響することを防止するため，浸水防護重点化範囲の境

界に防水壁，水密扉及び床ドレン逆止弁を設置し，貫通部止水処置を実施する。

また，浸水防護重点化範囲へ津波が流入する可能性がある経路に対して，隔離弁

を設置するとともに，バウンダリ機能を保持するポンプ及び配管を設置する。 

なお，溢水の拡大防止対策として設置するインターロック（循環水ポンプの停

止，循環水ポンプ出口弁の閉止及び復水器水室出入口弁の閉止）についても，影

響評価において考慮する。 

実施に当たっては，以下ａ．からｆ．の影響を考慮する。 

 

ａ．地震に起因するタービン建物（復水器を設置するエリア）に敷設する循環水

系配管の伸縮継手を含む低耐震クラス機器及び配管の損傷により，保有水が溢

水するとともに，津波が取水槽及び放水槽から循環水系配管等に流れ込み，循

環水系配管等の損傷箇所を介して，タービン建物（復水器を設置するエリア）

に流入することが考えられる。 

このため，タービン建物（復水器を設置するエリア）内に流入した海水によ

るタービン建物（復水器を設置するエリア）に隣接する浸水防護重点化範囲（タ

ービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア），原子炉建物及び取水槽

循環水ポンプエリア）への影響を評価する。 

 

ｂ．地震に起因するタービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に敷

設するタービン補機海水系配管を含む低耐震クラスの機器及び配管の損傷に

より，保有水が溢水するとともに，津波が取水槽及び放水槽からタービン補機

海水系配管等の損傷箇所を介して，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置

するエリア）に流入することが考えられる。 

このため，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に流入し

た海水による浸水防護重点化範囲（タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置

するエリア），原子炉建物及び取水槽循環水ポンプエリア）への影響を評価す

る。 

 

ｃ．地震に起因する取水槽循環水ポンプエリアの循環水系配管の伸縮継手を含む

低耐震クラス機器及び配管の損傷により，保有水が溢水するとともに，津波が

取水槽から循環水系配管等に流れ込み，循環水系配管等の損傷箇所を介して，

取水槽循環水ポンプエリアに流入することが考えられる。 

このため，取水槽循環水ポンプエリア内に流入した海水による浸水防護重点

化範囲（取水槽循環水ポンプエリア，取水槽海水ポンプエリア及びタービン建

物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア））への影響を評価する。 

 

ｄ．地震に起因する取水槽海水ポンプエリアに敷設するタービン補機海水系配管

等を含む低耐震クラスの機器及び配管の損傷により，保有水が溢水するととも
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に，津波が取水槽海水ポンプエリアに流入することが考えられる。 

このため，取水槽海水ポンプエリア内に流入した海水による浸水防護重点化

範囲（取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循環水ポンプエリア）への影響を評

価する。 

 

ｅ．地下水については，地震時の地下水の流入が浸水防護重点化範囲へ与える影

響について評価する。 

 

ｆ．地震に起因する屋外タンク等の損傷による溢水が，浸水防護重点化範囲へ与

える影響について評価する。 

【別添資料１(2.4.2)】 

 

(3) 上記(2)ａ．からｆ．の浸水範囲及び浸水量については，以下のとおり安全

側の想定を実施する。 

ａ．タービン建物（復水器を設置するエリア）における機器・配管の損傷によ

る津波，溢水等の事象想定 

タービン建物（復水器を設置するエリア）における浸水については，循環水

系配管伸縮継手の全円周状の破損を含む低耐震クラス機器及び配管の損傷を

想定する。このため，インターロック（原子炉をスクラムさせる地震大信号及

びタービン建物又は取水槽循環水ポンプエリアの漏えい検知信号で作動）によ

り循環水ポンプが停止し，循環水ポンプ出口弁及び復水器水室出入口弁が閉止

するまでの間に生じる溢水量並びにタービン補機海水系を含む低耐震クラス

機器及び配管の損傷による保有水の溢水量を合算した水量が，同エリアに滞留

するものとして浸水水位を算出する。 

なお，循環水系及びタービン補機海水系に設置するインターロックによって，

津波の襲来前に循環水ポンプ出口弁，復水器水室出口弁及びタービン補機海水

ポンプ出口弁を閉止することにより，津波の流入を防止できるため，津波の流

入は考慮しない。 

 

ｂ．タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における機器・配

管の損傷による津波，溢水等の事象想定 

タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）の低耐震クラスであ

るタービン補機海水系配管等の損傷により，津波が損傷箇所を介してタービン

建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に流入することを防止するため，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して配管のバウンダリ機能を保持する。また，

タービン補機海水系配管（放水配管）及び液体廃棄物処理系配管に隔離弁（逆

止弁）を設置することにより，津波の流入を防止できるため，津波の流入は考

慮しない。 
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ｃ．取水槽循環水ポンプエリアにおける機器・配管の損傷による津波，溢水等

の事象想定 

取水槽循環水ポンプエリアの低耐震クラスである循環水系配管伸縮継手の

全円周状の破損を含む低耐震クラスの機器及び配管の損傷により，津波が損傷

箇所を介して取水槽循環水ポンプエリアに流入することを防止するため，基準

地震動Ｓｓによる地震力に対してポンプ及び配管のバウンダリ機能を保持す

る。また，インターロックによる閉止機能を有したタービン補機海水ポンプ出

口弁（隔離弁（電動弁））を設置することにより，津波の流入を防止できるた

め，津波の流入は考慮しない。 

 

ｄ．取水槽海水ポンプエリアにおける機器・配管の損傷による津波，溢水等の

事象想定 

取水槽海水ポンプエリアの低耐震クラスであるタービン補機海水系配管等

の損傷により，津波が損傷箇所を介して取水槽海水ポンプエリアに流入するこ

とを防止するため，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してポンプ及び配管のバ

ウンダリ機能を保持することから津波の流入は考慮しない。 

 

ｅ．機器・配管の損傷による津波流入量の考慮 

上記ａ．における循環水系配管の損傷については，津波が襲来する前に循環

水ポンプを停止し，循環水ポンプ出口弁及び復水器水室出口弁を閉止するイン

ターロックを設け，津波を流入させない設計とすることから，津波の浸水量は

考慮しない。 

また，タービン補機海水系配管の損傷については，津波が襲来する前にター

ビン補機海水ポンプ出口弁を閉止するインターロックを設け，津波を流入させ

ない設計とすることから，津波の浸水量は考慮しない。 

上記ｂ．におけるタービン補機海水系配管（放水配管）及び液体廃棄物処理

系配管については，隔離弁（逆止弁）を設置し，隔離弁（逆止弁）から放水槽

までの範囲は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してバウンダリ機能を保持し，

津波を流入させない設計とすることから，津波の浸水量は考慮しない。 

また，原子炉補機海水系配管（放水配管），高圧炉心スプレイ補機海水系配

管（放水配管）については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してバウンダリ

機能を保持し，津波を流入させない設計とすることから，津波の浸水量は考慮

しない。 

上記ｃ．における取水槽循環水ポンプエリアの循環水系配管（伸縮継手部含

む）は基準地震動Ｓｓによる地震力に対してバウンダリ機能を保持し，津波を

流入させない設計とすることから，津波の浸水量は考慮しない。また，タービ

ン補機海水系配管の損傷については，津波が襲来する前にタービン補機海水ポ

ンプ出口弁を閉止するインターロックを設け，津波を流入させない設計とする

ことから，津波の浸水量は考慮しない。 

5条-24

26



上記ｄ．における取水槽海水ポンプエリアのタービン補機海水系及び除じん

系のポンプ及び配管は基準地震動Ｓｓによる地震力に対してバウンダリ機能

を保持し，津波を流入させない設計とすることから，津波の浸水量は考慮しな

い。バウンダリ機能を保持するポンプ，配管及び隔離弁（電動弁，逆止弁）の

設置箇所の概要を第 1.5－13図に示す。 

 

ｆ．機器・配管等の損傷による内部溢水の考慮 

上記ａ．，ｂ．，ｃ．及びｄ．における機器・配管等の損傷による浸水範囲，

浸水量については，内部溢水等の事象想定も考慮して算定する。 

 

ｇ．地下水の流入量の考慮 

地下水の流入については，別途実施する「1.7 溢水防護に関する基本方針」

の影響評価において，地震時の地下水位低下設備の停止により建物周囲の水位

が地表面まで上昇することを想定し，建物外周部における貫通部止水処置等を

実施して建物内への流入を防止する設計としている。このため，地下水による

浸水防護重点化範囲への有意な影響はない。なお，地下水位低下設備について

は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震性を確保する設計とする。 

地震による建物の地下階外壁の貫通部等からの流入については，浸水防護重

点化範囲の評価に当たって，地下水の影響を安全側に考慮する。 

 

ｈ．屋外タンク等の損傷による溢水等の事象想定 

屋外タンクの損傷による溢水については，別途実施する「1.7 溢水防護に関

する基本方針」の影響評価における，地震時の屋外タンクの溢水により建物周

囲が浸水することを想定した場合に対し，原子炉建物，廃棄物処理建物及びＢ

－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系）を設置するエリアの各扉付近の開口

部の下端高さが高い位置にあること，Ａ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送

系），高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系）及び排気筒を設置

するエリアについては，防水壁及び水密扉を設置することから，屋外の溢水に

よる浸水防護重点化範囲への影響はない。 

なお，タービン建物については，外壁にある扉付近の水位が扉の設置位置を

超えるが，開口部下端高さを超える水位の継続時間が短く，流入する溢水は少

量であり，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）の溢水を貯

留できる空間容積より十分小さいことから，屋外の溢水による浸水防護重点化

範囲への影響はない。 

  

ｉ.施設・設備施工上生じうる隙間部等についての考慮 

津波及び溢水により浸水を想定するタービン建物と隣接する原子炉建物及

び取水槽循環水ポンプエリアの地下部の境界において，施工上生じうる建物間

等の隙間部には止水処置を行い，浸水防護重点化範囲への浸水を防止する設計
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とする。 

【別添資料1（2.4.2）】 

 

1.5.1.6 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防止 

(1) 非常用海水ポンプの取水性 

基準津波による水位の低下に対して，非常用海水ポンプが機能保持でき，かつ，

冷却に必要な海水が確保できる設計とする。 

基準津波による水位の低下に伴う取水路の特性を考慮した非常用海水ポンプ

位置の評価水位を適切に算定するため，開水路及び管路において非定常管路流の

連続式及び運動方程式を用いて管路解析を実施する。 

その際，取水口から取水槽に至る経路をモデル化し，管路の形状，材質及び表

面の状況に応じた摩擦損失，貝付着を考慮するとともに，防波堤の有無及び潮位

のばらつきの加算により安全側に評価した値を用いる。 

以上の解析から，基準津波による下降側水位をＥＬ.－8.4m（ＥＬ.－8.31m）

と評価した。この評価水位に対して非常用海水ポンプの取水可能水位は，原子炉

補機海水ポンプはＥＬ.－8.32m，高圧炉心スプレイ補機海水ポンプはＥＬ.－

8.85mであり，余裕がないため，発電所を含む地域に大津波警報が発令された際

には，津波到達予想時刻の５分前までに循環水ポンプを停止する運用を整備する。 

以上の結果，基準津波による下降側水位はＥＬ.－6.5mとなるため，非常用海

水ポンプの取水機能を維持できる。 

【別添資料1（2.5.1）】 

 

(2) 津波の二次的な影響による非常用海水冷却系の機能保持確認 

基準津波による水位変動に伴う海底の砂移動・堆積及び漂流物に対して，取水

口，取水管及び取水槽の通水性が確保できる設計とする。 

また，基準津波による水位変動に伴う浮遊砂等の混入に対して非常用海水ポン

プは機能保持できる設計とする。 

 

ａ．砂移動・堆積の影響 

取水口は，取水口呑口下端がＥＬ.－12.5mであり，海底面ＥＬ.－18.0mより

5.5m高い位置にある。 

また，取水槽の底面の高さはＥＬ.－9.8mであり，非常用海水ポンプの吸込

み下端(ＥＬ.－9.3m)から取水槽底面までは0.5mの距離がある。 

これに対して，砂移動解析を実施した結果，基準津波による砂移動に伴う取

水口付近における砂の堆積厚さは0.02mであり，砂の堆積によって，取水口が閉

塞することはない。また，取水槽における砂の堆積厚さは0.001m未満であり，

非常用海水ポンプへの影響はなく機能は保持できる。 

【別添資料1（2.5.2(1)）】 
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ｂ．非常用海水ポンプへの浮遊砂の影響 

非常用海水ポンプは，取水時に浮遊砂の一部が軸受潤滑水としてポンプ軸受

に混入したとしても，非常用海水ポンプの軸受に設けられた異物逃がし溝（原

子炉補機海水ポンプ：3.5mm，高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ：3.5mm）から

排出される構造とする。 

これに対して，発電所周辺の砂の平均粒径は0.5mm（全測定地点の50％通過質

量百分率粒径の平均値）であり，粒径数ミリメートル以上の砂はごくわずかで

あることに加えて，粒径数ミリメートル以上の砂は浮遊し難いものであること

を踏まえると，大きな粒径の砂はほとんど混入しないと考えられ，砂混入に対

して非常用海水ポンプの取水機能は保持できる。 

【別添資料1（2.5.2(2)）】 

 

ｃ．漂流物の取水性への影響 

(a) 漂流物の抽出方法 

漂流物となる可能性のある施設・設備を抽出するため，発電所敷地外につい

ては，基準津波の数値シミュレーション結果を踏まえ発電所周辺約５kmの範囲

を，敷地内については，輪谷湾及び遡上域となる防波壁の外側を網羅的に調査

する。 

設置物については，地震で倒壊する可能性のあるものは倒壊させた上で，浮

力計算により漂流するか否かの検討を行う（第1.5－14図）。 

 

(b) 抽出された漂流物となる可能性のある施設・設備の影響確認 

基準津波の数値シミュレーション結果によると，日本海東縁部に想定される

地震による津波については，防波壁の外側は遡上域となる。 

このため，基準地震動Ｓｓによる液状化等に伴う敷地の変状，潮位のばらつ

き（0.14m）も考慮し，基準津波により漂流物となる可能性のある施設・設備

が，非常用海水ポンプの取水性に影響を及ぼさないことを確認する。 

この結果，発電所敷地内で漂流し，取水口に到達する可能性があるものとし

て，キャスク取扱収納庫，荷揚場詰所の壁材（ＡＬＣ版）等が挙げられるが，

取水口が深層取水方式であること及び取水口は十分な通水面積を有している

ことから，取水性への影響はない。 

発電所敷地内で漂流し，取水口に到達する可能性があるものとして，上記漂

流物のほかに港湾施設点検用等の作業船，発電所の荷揚場に停泊する燃料等輸

送船，貨物船等及び港湾内で操業する漁船がある。 

港湾施設点検用等の作業船は，津波警報等発令時には，緊急退避するため，

日本海東縁部に想定される地震による津波が発生する場合は，漂流することは

なく，取水性への影響はない。 

また，海域活断層から想定される地震による津波が発生する場合は，緊急退

避できない可能性があるが，取水口が深層取水方式であること及び取水口は十
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分な通水面積を有していることから，取水性への影響はない。 

発電所の荷揚場に停泊する燃料等輸送船，貨物船等の船舶については，津波

警報等発令時には，緊急退避するため，日本海東縁部に想定される地震による

津波が発生する場合は，漂流することはなく，取水性への影響はない。 

また，停泊時には係留することとし，緊急退避が困難な到達の早い海域活断

層から想定される地震による津波が発生する場合は，係留により漂流させない

設計とすることから，取水性に影響はない。 

港湾内で操業する漁船については，航行不能となり漂流物となった場合にお

いても，取水口が深層取水方式であること及び取水口は十分な通水面積を有し

ていることから，取水性への影響はない。 

発電所敷地外で漂流し，取水口に到達する可能性があるものは，発電所近傍

で航行不能となった漁船，周辺漁港周辺の家屋，工場等が挙げられるが，発電

所近傍で航行不能となった漁船については取水口が深層取水方式であること

及び取水口は十分な通水面積を有していること，周辺漁港周辺の家屋，工場等

については，設置位置及び流向を考慮した結果，取水口に到達しないと評価し

ていることから，取水性への影響はない。 

上記のほか，港湾施設点検用等の作業船は，港湾外でも作業を実施するが，

津波警報等発令時には，緊急退避するため，日本海東縁部に想定される地震に

よる津波が発生する場合は，漂流することはなく，取水性への影響はない。 

また，海域活断層から想定される地震による津波が発生する場合は，緊急退

避できない可能性があるが，設置位置及び流向を考慮した結果，取水口に到達

しないと評価していることから，取水性への影響はない。 

発電所近傍を通過する定期船に関しては，発電所から約６㎞離れた位置に観

光遊覧船の航路があるが，半径５km以内の敷地前面海域にないことから発電所

に対する漂流物とならない。 

発電所の防波堤については，地震により損傷する可能性があるが，防波堤設

置位置から２号炉の取水口まで約340mの距離があること及び防波堤の主たる

構成要素は１t以上の質量があることから，２号炉の取水口に到達することは

ない。 

なお，津波防護施設に対する衝突荷重として考慮する漂流物として，外海に

面する津波防護施設に対しては作業船（総トン数10トン）及び漁船（総トン数

10トン）を，輪谷湾内に面する津波防護施設に対しては，荷揚場設備（キャス

ク取扱収納庫約4.3t），作業船（総トン数10トン）及び漁船（総トン数３トン）

を選定する。また，上記漂流物のうち漁船については，操業区域及び航行の不

確かさがあり，不確かさを考慮した漂流物として周辺漁港の最大の漁船（総ト

ン数19トン）を考慮する。また，施設護岸から500m以遠で操業及び航行する漁

船（最大：総トン数19トン）については，漂流物となった場合においても津波

防護施設に到達する可能性は十分に小さいが，仮に500m以遠から津波防護施設

に衝突する漂流物として考慮する。 
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衝突荷重が作用する位置は，津波防護施設全線において安全側に，入力津波

高さに高潮ハザードの裕度を加えた高さを用いる。なお，海域活断層から想定

される地震による津波においては，入力津波高さ以下の防波壁の部位において

も漂流物が衝突するものとして考慮する。 

除じん装置については，基準津波の流速に対し，十分な強度を有しているた

め，損傷することはなく漂流物とはならないことから，取水性に影響を及ぼさ

ないことを確認している。 

上記(a)，(b)については，継続的に発電所敷地内及び敷地外の人工構造物の

設置状況の変化を確認し，漂流物の取水性への影響を確認する。  

【別添資料1（2.5.2(3)）】 

 

1.5.1.7 津波監視 

敷地への津波の繰り返しの襲来を察知し，その影響を俯瞰的に把握するととも

に，津波防護施設及び浸水防止設備の機能を確実に確保するために，津波監視設

備を設置する。 

津波監視設備として，津波監視カメラ及び取水槽水位計を設置する。 

津波監視カメラは地震発生後，津波が発生した場合に，その影響を俯瞰的に把

握するため，津波及び漂流物の影響を受けない２号炉排気筒及び３号炉北側の防

波壁上部（東側・西側）に設置し，津波監視機能が十分に保持できる設計とする。 

取水槽水位計は，非常用海水ポンプの取水性を確保するために，基準津波の下

降側の取水槽水位の監視を目的に，津波及び漂流物の影響を受けにくい防波壁内

側の取水槽海水ポンプエリアに設置し，津波監視機能が十分に保持できる設計と

する。 

また，津波監視設備は，基準地震動Ｓｓに対して，機能を喪失しない設計とす

る。設計に当たっては，その他自然現象（風，積雪等）による荷重との組合せを

適切に考慮する。 

 

(1) 津波監視カメラ 

津波監視カメラは，２号炉排気筒のＥＬ.＋64.0m及び３号炉北側の防波壁上部

（東側・西側）ＥＬ.＋15.0mに設置し，昼夜問わず監視できるよう赤外線撮像機

能を有したカメラを用い，中央制御室から監視可能な設計とする。 

 

(2) 取水槽水位計 

取水槽水位計は，取水槽の高さＥＬ.－9.3mに設置し，水位上昇側及び下降側

の津波高さを計測できるよう，ＥＬ.＋10.7m～ＥＬ.－9.3mを測定範囲とし，中

央制御室から監視可能な設計とする。 

【別添資料 1（2.6）】
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第 1.5－1 表(1) 島根原子力発電所の入力津波高さ一覧(日本海東縁部)  

因子 設定位置
基準
津波

地形変化
(防波堤)

潮位変動
地震による
地殻変動

管路状態 設定位置に
おける評価値
(EL. m)

（参考）
許容津波高さ
(EL. m)

朔望平均
潮位(m)

潮位の
ばらつき(m) 貝付着

ポンプ
状態

遡上域

最高水位
施設護岸又は防波壁 1 無し

EL.+0.58 EL.＋0.14 無し

管路解析

対象外
+11.9 +15.0

水路内
最高水位

1号炉取水槽 １ 無し 無し 停止 +7.0※1 +8.8

2号炉取水槽 １ 無し 無し 停止 +10.6 +11.3

3号炉取水槽 １ 無し 無し 停止 +7.8 +8.8

3号炉取水路点検口 １ 無し 無し 停止 +6.4 +9.5

1号炉放水槽 １ 有り 無し 停止 +4.8 +8.8

1号炉冷却水排水槽 １ 有り 無し 停止 +4.7 +8.5

1号炉マンホール １ 有り 無し 停止 +4.8 +8.5

1号炉放水接合槽 １ 有り 無し 停止 +3.5 +9.0

2号炉放水槽 １ 有り 無し 停止 +7.9 +8.8

2号炉放水接合槽 １ 無し 無し 停止 +6.1 +8.0

3号炉放水槽 ５ 無し 無し 停止 +7.3 +8.8

3号炉放水接合槽 ５ 無し 無し 停止 +6.5 +8.5

取水口
最低水位

2号炉取水口 6 無し

EL.-0.02 EL.－0.17
隆起0.34m
を考慮

管路解析
対象外 -6.5 -12.5

水路内
最低水位

2号炉取水槽 6 無し
有り 運転

-8.4
[-8.31]

-8.3
[-8.32]

無し 停止 -6.1※2

※1 流路縮小工を設置して評価している。なお，流路縮小工設置前の水位は，EL.＋9.2mである。
※2 2号炉取水槽における水路内最低水位は，循環水ポンプ運転状態のEL.－8.4m(EL.－8.31m)であるため，2.5.1「非常用海水冷却系の取水性」に示す循環水ポンプ停止運用を踏まえ，停

止時を評価値とする。  

 

 

第 1.5－1表(2) 島根原子力発電所の入力津波高さ一覧(海域活断層) 

因子 設定位置
基準
津波

地形変化
(防波堤)

潮位変動
地震による
地殻変動

管路状態 設定位置に
おける評価値
(EL. m)

（参考）
許容津波高さ
(EL. m)

朔望平均

潮位(m)
潮位の

ばらつき(m) 貝付着
ポンプ
状態

遡上域

最高水位
施設護岸又は防波壁

海域活
断層
上昇側
最大
ケース

有り

EL.+0.58 EL.＋0.14 無し

管路解析

対象外
+4.2 +15.0

水路内
最高水位

1号炉取水槽 ４ 有り 無し 停止 +2.7※ +8.8

2号炉取水槽 4 無し 無し 停止 +4.9 +11.3

3号炉取水槽 4 有り 無し 停止 +3.7 +8.8

3号炉取水路点検口 4 有り 無し 停止 +2.7 +9.5

1号炉放水槽 4 無し 無し 停止 +2.1 +8.8

1号炉冷却水排水槽 4 無し 無し 停止 +1.9 +8.5

1号炉マンホール 4 無し 無し 停止 +1.8 +8.5

1号炉放水接合槽 4 無し 無し 停止 +1.9 +9.0

2号炉放水槽 4 無し 有り 運転 +4.2 +8.8

2号炉放水接合槽 4 有り 有り 運転 +2.8 +8.0

3号炉放水槽 4 有り 無し 停止 +3.3 +8.8

3号炉放水接合槽 4 有り 無し 停止 +3.5 +8.5

取水口
最低水位

2号炉取水口 4 無し

EL.-0.02 EL.－0.17 隆起0.34m
を考慮

管路解析
対象外 -4.3 -12.5

水路内
最低水位

2号炉取水槽 4 無し 無し 運転 -6.5 -8.3

※ 流路縮小工を設置して評価している。なお，流路縮小工設置前の水位は，EL.＋3.8mである。  
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第1.5－2表 津波防護対策の設備分類と設置目的 

津波防護対策 設備分類 設置目的 

防波壁 
津波防護施設 

・津波が地上部から敷地へ到達，流入す

ることを防止する。 防波壁通路防波扉 

屋外排水路逆止弁 浸水防止設備 
・津波が屋外排水路から敷地へ到達，流

入することを防止する。 

取
水
槽 

流路縮小工(1号炉)  津波防護施設 
・津波が取水路から敷地へ到達，流入す

ることを防止する。 
防水壁 

浸水防止設備 

水密扉 

床ドレン逆止弁 

・津波が取水路から取水槽海水ポンプエ

リア及び取水槽循環水ポンプエリアへ到

達，流入することを防止する。 

貫通部止水処置 

・津波が取水槽除じん機エリアから敷地

へ到達，流入すること及び取水槽海水ポ

ンプエリアへ流入することを防止する。 

隔離弁， 

ポンプ及び配管 

・地震による取水槽内の海水系機器の損

傷箇所を介しての津波の流入に対して浸

水防護重点化範囲への浸水を防止する。 

タ
ー
ビ
ン
建
物
他 

防水壁 ・地震によるタービン建物内の循環水系

配管や他の海水系機器の損傷に伴う溢水

及び損傷箇所を介しての津波の流入に対

して浸水防護重点化範囲への浸水を防止

する。 

水密扉 

床ドレン逆止弁 

貫通部止水処置 

隔離弁，配管 

放
水
槽 

貫通部止水処置 
・津波が放水槽からタービン建物へ流入

することを防止する。 

津波監視カメラ 

津波監視設備 
・敷地への津波の繰り返しの襲来を察知

し，その影響を俯瞰的に把握する。 
取水槽水位計 

 

【別添資料 1（第 2.1－1表）】 
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第 1.5－3表 流入経路特定結果 

流入経路 流入箇所 

取水路 

２号炉 

 

取水槽除じん機エリア天端開口部(EL.+8.8m) 

取水槽除じん機エリアと取水槽海水ポンプエリアとの貫通部

(EL.+6.3m～+7.3m) 

取水槽除じん機エリアと取水槽Ｃ／Ｃケーブルダクトとの貫通部

(EL.+6.2m～+6.5m) 

床面開口部(EL.+1.1m) 

循環水系 循環水系ポンプ（据付部含む）及び配管(EL.+1.1m)※１ 

海水系 

原子炉補機海水系ポンプ（据付部含む）及び配管(EL.+1.1m) ※１ 

高圧炉心スプレイ補機海水系ポンプ（据付部含む）及び配管

(EL.+1.1m) ※１ 

タービン補機海水系ポンプ（据付部含む）及び配管(EL.+1.1m) ※１ 

除じんポンプ（据付部含む）及び配管(EL.+1.1m) ※１ 

１号炉 取水槽天端開口部(EL.+8.8m) 

３号炉 
取水槽天端開口部(EL.+8.8m) 

取水路点検口天端開口部(EL.+9.5m) 

放水路 

２号炉 

 

放水槽天端開口部(EL.+8.8m) 

放水接合槽天端開口部(EL.+8.0m) 

放水槽と屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）との貫通部 

(EL.+2.3～+4.5m) 

循環水系 循環水系配管（EL.-2.8m）※２ 

海水系 
原子炉補機海水系配管（EL.+2.3m）※２ 

タービン補機海水系配管（EL.+3.3m）※２ 

排水管 液体廃棄物処理系配管（EL.+4.3m）※２ 

１号炉 

放水槽天端開口部(EL.+8.8m) 

冷却水排水槽天端開口部(EL.+8.5m) 

マンホール天端開口部(EL.+8.5m) 

放水接合槽天端開口部(EL.+9.0m) 

３号炉 
放水槽天端開口部(EL.+8.8m) 

放水接合槽天端開口部(EL.+8.5m) 

屋外排水路 屋外排水路（EL.+2.7～+7.3m） 

※１ 施設，設備を設置した床面高さを記載 

※２ 放水槽への接続高さを記載 

 

【別添資料 1（2.2.2）】 
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第1.5－5表 浸水想定範囲と防水区画化するエリア 

 

浸水想定範囲 防水区画化するエリア 

循環水ポンプを設置するエリア 

（取水槽循環水ポンプエリア） 

原子炉補機海水ポンプ，高圧炉心

スプレイ補機海水ポンプを設置す

るエリア 

（取水槽海水ポンプエリア） 

原子炉補機海水ポンプ，高圧炉心スプレ

イ補機海水ポンプを設置するエリア 

（取水槽海水ポンプエリア） 

循環水ポンプを設置するエリア 

（取水槽循環水ポンプエリア） 

 

【別添資料1（2.3）】
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※最大水位上昇量 11.13m＋朔望平均満潮位 0.58m＋潮位のばらつき 0.14m≒EL+11.9m 

施設護岸又は防波壁（入力津波１，防波堤無し） 

 

 

１号炉取水槽（入力津波１，防波堤無し） 

 

 

２号炉取水槽（入力津波１，防波堤無し） 
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第 1.5－1図(1) 入力津波の時刻歴波形（上昇側：日本海東縁部） 
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３号炉取水路点検口（入力津波１，防波堤無し） 

 

 

１号炉放水槽（入力津波１，防波堤有り） 

 

 

１号炉冷却水排水槽（入力津波１，防波堤有り） 
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第 1.5－1図(2) 入力津波の時刻歴波形（上昇側：日本海東縁部）
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１号炉放水接合槽（入力津波１，防波堤有り） 

 

 
２号炉放水槽（入力津波１，防波堤有り） 
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第 1.5－1図(3) 入力津波の時刻歴波形（上昇側：日本海東縁部）
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３号炉放水接合槽（入力津波５，防波堤無し） 

 

 

※最大水位下降量-6.08m-地殻変動量 0.34m≒EL-6.5m 

２号炉取水口（入力津波６，防波堤無し）※下降側 

 

 

※最大水位下降量-7.97m-地殻変動量 0.34m≒EL-8.4m 

２号炉取水槽（入力津波６，防波堤無し）※下降側 ポンプ運転時 

 

 
※最大水位下降量-5.67m-地殻変動量 0.34m≒EL-6.1m 

２号炉取水槽（入力津波６，防波堤無し）※下降側 ポンプ停止時 
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第 1.5－1図(4) 入力津波の時刻歴波形（上昇側：日本海東縁部） 

【別添資料 1（第 1.6－2－1図）】
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３号炉放水接合槽（入力津波５，防波堤無し） 

 

※最大水位下降量-6.08m-地殻変動量 0.34m≒EL-6.5m 

２号炉取水口（入力津波６，防波堤無し）※下降側 

 

 

※最大水位下降量-7.97m-地殻変動量 0.34m≒EL-8.4m 

２号炉取水槽（入力津波６，防波堤無し）※下降側 ポンプ運転時 

 

 
※最大水位下降量-5.67m-地殻変動量 0.34m≒EL-6.1m 

２号炉取水槽（入力津波６，防波堤無し）※下降側 ポンプ停止時 
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第 1.5－2 図 入力津波の時刻歴波形（下降側：日本海東縁部） 

【別添資料 1（第 1.6－2－1図）】

5条-40

42



 

 

第 1.5－3図(1) 入力津波の時刻歴波形（上昇側：海域活断層） 
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３号炉取水路点検口（入力津波４，防波堤有り） 

 

 

１号炉放水槽（入力津波４，防波堤無し） 

 

 

１号炉冷却水排水槽（入力津波４，防波堤無し） 

 

 

１号炉マンホール（入力津波４，防波堤無し） 
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第 1.5－3図(2) 入力津波の時刻歴波形（上昇側：海域活断層）
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第 1.5－3図(3) 入力津波の時刻歴波形（上昇側：海域活断層） 
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３号炉放水接合槽（入力津波４，防波堤有り） 

 

 

 

※最大水位下降量-3.93m－地盤変動量 0.34m≒EL-4.3m 

２号炉取水口（入力津波４ 防波堤無し）※下降側 

 

 

※最大水位下降量-6.08m－地盤変動量 0.34m≒EL-6.5m 

２号炉取水槽（入力津波４ 防波堤無し）※下降側 
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第 1.5－3図(4) 入力津波の時刻歴波形（上昇側：海域活断層） 

【別添資料 1（第 1.6－2－2図）】
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３号炉放水接合槽（入力津波４，防波堤有り） 

 

 

 

※最大水位下降量-3.93m－地盤変動量 0.34m≒EL-4.3m 

２号炉取水口（入力津波４ 防波堤無し）※下降側 

 

 

※最大水位下降量-6.08m－地盤変動量 0.34m≒EL-6.5m 

２号炉取水槽（入力津波４ 防波堤無し）※下降側 
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第 1.5－4 図 入力津波の時刻歴波形（下降側：海域活断層） 

【別添資料 1（第 1.6－2－2図）】 
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※防波壁津波最高地点ＥＬ.＋11.13m＋朔望平均満潮位+0.58m＋潮位のばらつき+0.14m≒ＥＬ.＋11.9m 

 

第1.5－5図(1) 基準津波の遡上波による最高水位分布 

（基準津波１：防波堤無し） 

【別添資料１（第2.2－1－1図）】 
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第1.5－5図(2)  海域活断層上昇側最大ケースの遡上波による最高水位分布 

（防波堤有り） 

5条-47

49



 

 

 

 

第1.5－5図(3) 基準津波の遡上波による最大浸水深分布 

（基準津波１：防波堤無し） 

【別添資料１（第2.2－1－2図）】 
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※ 基準地震動Ssによる地震力に対してバウンダリ機能保持のみを要求する機器・配管を除く

浸水防止設備
(内郭防護)※

設計基準対象施設の
津波防護対象設備を
内包する建物・区画

津波防護施設

浸水防止設備
(外郭防護)

津波監視設備 ：ＥＬ.＋6.5m盤
：ＥＬ.＋8.5m盤
：ＥＬ.＋15.0m盤
：ＥＬ.＋44.0m盤
：ＥＬ.＋50.0m盤

ＥＬ.＋6.5m

ＥＬ.＋8.5m

Ａ-非常用ディーゼル発電機（燃料移送系）

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系）

原子炉建物

制御室建物

廃棄物処理建物

取水槽海水ポンプエリア，

取水槽循環水ポンプエリア

ＥＬ.＋44.0m

ＥＬ.＋15.0m

ＥＬ.＋50.0m

タービン建物

B-非常用ディーゼル発電機（燃料移送系）

排気筒

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

取水槽除じん機エリア水密扉

取水槽水位計

取水槽床ドレン逆止弁

貫通部止水処置

取水槽除じん機エリア防水壁
防波壁

屋外排水路逆止弁

隔離弁

貫通部止水処置

復水器エリア水密扉

復水器エリア防水壁

防波壁通路防波扉

タービン建物床ドレン逆止弁

津波監視カメラ

貫通部止水処置

隔離弁

1号炉取水槽流路縮小工

津波監視カメラ

津波監視カメラ

 

第1.5－6図 敷地の特性に応じた設計基準対象施設の津波防護の概要 

【別添資料１（2.1）】 
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第 1.5－7 図(1) 取水路及び放水路の縦断図（１号炉取水路） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.5－7 図(2) 取水路及び放水路の縦断図（２号炉取水路） 
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第 1.5－7 図(3) 取水路及び放水路の縦断図（３号炉取水路） 
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第 1.5－7 図(4) 取水路及び放水路の縦断図（１号炉放水路） 
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第 1.5－7 図(5) 取水路及び放水路の縦断図（２号炉放水路） 
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第 1.5－7 図(6) 取水路及び放水路の縦断図（３号炉放水路） 
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第 1.5－8図 津波防護施設（１号炉取水槽流路縮小工）設置箇所の概要 

【別添資料１（4.1）】 
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第 1.5－9図 浸水防止設備（屋外排水路逆止弁）設置箇所の概要 

【別添資料１（4.2）】 
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循環水ポンプ
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第1.5－10図 浸水防止設備（防水壁，水密扉，床ドレン逆止弁，貫通部止水処置）

設置箇所の概要 

【別添資料１（2.2）】 
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第1.5－11図 浸水想定範囲 

【別添資料１（2.3）】
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第1.5－12図(1) 浸水想定範囲（取水槽循環水ポンプエリア）に対する 

防水区画化範囲 

【別添資料１（2.3）】 
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第 1.5-12図(2) 浸水想定範囲（取水槽海水ポンプエリア）に対する 

防水区画化範囲 

【別添資料１（2.3）】 
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【別添資料１（第2.5－18図）】 
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(3) 適合性説明 

1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針 

 

1.10.1 発電用原子炉設置変更許可申請（平成25年12月25日申請）に係る実用発

電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則へ

の適合 

 

（津波による損傷の防止） 

第五条 設計基準対象施設（兼用キャスク及びその周辺施設を除く。）は，そ

の供用中に当該設計基準対象施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波（以下

「基準津波」という。）に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなけ

ればならない。 

 

適合のための設計方針 

 設計基準対象施設のうち津波防護対象設備は，基準津波に対して，その安全機

能が損なわれることがないように次のとおり設計する。 

 

(1) 津波の敷地への流入防止 

津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を設置する敷地において，基準

津波による遡上波を地上部から到達又は流入させない設計とする。また，海と連

接する取水路，放水路等の経路から，同敷地及び津波防護対象設備（非常用取水

設備を除く。）を内包する建物に流入させない設計とする。 

 

(2) 漏水による安全機能への影響防止 

取水・放水施設，地下部等において，漏水する可能性を考慮の上，漏水による

浸水範囲を限定して，重要な安全機能への影響を防止する設計とする。 

 

(3) 津波防護の多重化 

上記(1)及び(2)の方針のほか，津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）

は，浸水防護をすることにより津波による影響等から隔離する。そのため，津波

防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包する建物及び区画については，

浸水防護重点化範囲として明確化するとともに，津波による溢水を考慮した浸水

範囲及び浸水量を保守的に想定した上で，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性

のある経路及び浸水口（扉，開口部，貫通口等）を特定し，それらに対して浸水

対策を施す設計とする。 

 

(4) 水位低下による安全機能への影響防止 

水位変動に伴う取水位低下による重要な安全機能への影響を防止する。そのた

め，原子炉補機海水系及び高圧炉心スプレイ補機海水系（以下(8)において「非常
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用海水冷却系」という。）については，基準津波による水位の低下に対して，原

子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（以下(4)において「非

常用海水ポンプ」という。）が機能保持でき，かつ冷却に必要な海水が確保でき

る設計とする。また，基準津波による水位変動に伴う砂の移動・堆積及び漂流物

に対して取水口，取水槽及び取水管の通水性が確保でき，かつ取水口からの砂の

混入に対して非常用海水ポンプが機能保持できる設計とする。 

 

(5) 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の機能保持 

津波防護施設及び浸水防止設備は，入力津波（施設の津波に対する設計を行う

ために，津波の伝播特性及び流入経路等を考慮して，それぞれの施設に対して設

定するものをいう。以下同じ。）に対して津波防護機能及び浸水防止機能が保持

できるように設計する。また，津波監視設備については，入力津波に対して津波

監視機能が保持できる設計とする。 

 

(6) 地震による敷地の隆起・沈降，地震による影響等 

地震による敷地の隆起・沈降，地震（本震及び余震）による影響，津波の繰り

返しの襲来による影響，津波による二次的な影響（洗掘，砂移動，漂流物等）及

びその他自然条件（風，積雪等）を考慮する。 

 

(7) 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の設計における荷重の組合せ 

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の設計における荷重の組合せを

考慮する自然現象として，津波（漂流物を含む。），地震（余震）及びその他自

然現象（風，積雪等）を考慮し，これらの自然現象による荷重を適切に組み合わ

せる。漂流物の衝突荷重については，各施設・設備の設置場所及び構造等を考慮

して，漂流物が衝突する可能性がある施設・設備に対する荷重として組み合わせ

る。その他自然現象による荷重（風荷重，積雪荷重等）については，各施設・設

備の設置場所，構造等を考慮して，各荷重が作用する可能性のある施設・設備に

対する荷重として組み合わせる。 

  

(8) 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の設計並びに非常用海水冷却

系の取水性の評価 

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の設計並びに非常用海水冷却系

の取水性の評価に当たっては，入力津波による水位変動に対して朔望平均潮位を

考慮して安全側の評価を実施する。なお，その他の要因による潮位変動について

も適切に評価し考慮する。また，地震により陸域の隆起又は沈降が想定される場

合，想定される地震の震源モデルから算定される敷地の地殻変動量を考慮して安

全側の評価を実施する。 

 

1.3 気象等 
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該当なし 

1.4 設備等（手順等含む） 

 

10.5 津波及び内部溢水に対する浸水防護設備 

10.5.1 津波に対する防護設備 

10.5.1.1 設計基準対象施設 

10.5.1.1.1 概 要 

発電用原子炉施設の耐津波設計については，「設計基準対象施設は，基準津波

に対して，その安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。」

ことを目的として，津波の敷地への流入防止，漏水による安全機能への影響防止，

津波防護の多重化及び水位低下による安全機能への影響防止を考慮した津波防護

対策を講じる。 

津波から防護する設備は，クラス１及びクラス２設備並びに耐震Ｓクラスに属

する設備（津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備を除く。）（以下10.5

において「設計基準対象施設の津波防護対象設備」という。）とする。 

津波の敷地への流入防止は，設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取

水設備を除く。）を内包する建物及び区画の設置された敷地において，基準津波

による遡上波の地上部からの到達及び流入の防止対策並びに取水路，放水路等の

経路からの流入の防止対策を講じる。 

漏水による安全機能への影響防止は，取水・放水施設，地下部等において，漏

水の可能性を考慮の上，漏水による浸水範囲を限定して，重要な安全機能への影

響を防止する対策を講じる。 

津波防護の多重化として，上記２つの対策のほか，設計基準対象施設の津波防

護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包する建物及び区画のうち，原子炉

建物，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア），廃棄物処理建物

（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア），制御室建物（耐震Ｓクラスの設備を

設置するエリア），取水槽海水ポンプエリア，取水槽循環水ポンプエリア，屋外

配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物，タービン建物～排気

筒及びタービン建物～放水槽)，Ａ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系），Ｂ

－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系），高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機（燃料移送系）及び排気筒を設置するエリアは浸水防護をすることにより津波

による影響等から隔離する対策を講じる。 

水位低下による安全機能への影響防止は，水位変動に伴う取水性低下による重

要な安全機能への影響を防止する対策を講じる。 

 

10.5.1.1.2 設計方針 

設計基準対象施設は，基準津波に対して安全機能が損なわれるおそれがない設

計とする。 

耐津波設計に当たっては，以下の方針とする。 
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(1) 設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包す

る建物及び区画の設置された敷地において，基準津波による遡上波を地上部か

ら到達又は流入させない設計とする。また，取水路，放水路等の経路から流入

させない設計とする。具体的な設計内容を以下に示す。 

 

ａ．設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包す

る建物及び区画は，基準津波による遡上波が到達する可能性があるため，津波

防護施設を設置し，基準津波による遡上波を地上部から到達又は流入させない

設計とする。 

 

ｂ．上記ａ．の遡上波については，敷地及び敷地周辺の地形及びその標高，河川

等の存在並びに地震による広域的な隆起・沈降を考慮して，遡上波の回り込み

を含め敷地への遡上の可能性を検討する。また，地震による変状，繰り返し襲

来する津波による洗掘・堆積により地形又は河川流路の変化等が考えられる場

合は，敷地への遡上経路に及ぼす影響を検討する。 

 

ｃ．取水路，放水路等の経路から，津波が流入する可能性について検討した上で，

流入の可能性のある経路（扉，開口部，貫通口等）を特定し，必要に応じ浸水

対策を施すことにより，津波の流入を防止する設計とする。また，１号炉取水

槽に対しては，津波の流入を防止するため，流路縮小工を設置するが，１号炉

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

(2) 取水・放水施設，地下部等において，漏水する可能性を考慮の上，漏水によ

る浸水範囲を限定して，重要な安全機能への影響を防止する設計とする。具体

的な設計内容を以下に示す。 

 

ａ．取水・放水施設の構造上の特徴等を考慮して，取水・放水施設，地下部等に

おける漏水の可能性を検討した上で，漏水が継続することによる浸水範囲を想

定（以下10.5において「浸水想定範囲」という。）するとともに，同範囲の境

界において浸水の可能性のある経路及び浸水口（扉，開口部，貫通口等）を特

定し，浸水防止設備を設置することにより浸水範囲を限定する設計とする。 

 

ｂ．浸水想定範囲及びその周辺に設計基準対象施設の津波防護対象設備（非常用

取水設備を除く。）がある場合は，防水区画化するとともに，必要に応じて浸

水量評価を実施し，安全機能への影響がないことを確認する。 

 

ｃ．浸水想定範囲における長期間の浸水が想定される場合は，必要に応じ排水設

備を設置する。 
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(3) 上記(1)及び(2)に規定するもののほか，設計基準対象施設の津波防護対象設

備（非常用取水設備を除く。）を内包する建物及び区画については，浸水防護

をすることにより津波による影響等から隔離する。そのため，浸水防護重点化

範囲を明確化するとともに，津波による溢水を考慮した浸水範囲及び浸水量を

保守的に想定した上で，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路及び

浸水口（扉，開口部，貫通口等）を特定し，それらに対して必要に応じ浸水対

策を施す設計とする。 

 

(4) 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を防止する。その

ため，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（以下10.5

において「非常用海水ポンプ」という。）については，基準津波による水位の

低下に対して，非常用海水ポンプが機能保持でき，かつ，冷却に必要な海水が

確保できる設計とする。また，基準津波による水位変動に伴う砂の移動・堆積

及び漂流物に対して取水口，取水管及び取水槽の通水性が確保でき，かつ，取

水口からの砂の混入に対して非常用海水ポンプが機能保持できる設計とする。 

 

(5) 津波防護施設及び浸水防止設備については，入力津波（施設の津波に対する

設計を行うために，津波の伝播特性，浸水経路等を考慮して，それぞれの施設

に対して設定するものをいう。以下10.5において同じ。）に対して津波防護機

能及び浸水防止機能が保持できる設計とする。また，津波監視設備については，

入力津波に対して津波監視機能が保持できる設計とする。具体的な設計内容を

以下に示す。 

 

ａ．「津波防護施設」は，防波壁，防波壁通路防波扉及び流路縮小工とする。「浸

水防止設備」は，屋外排水路逆止弁，防水壁，水密扉，床ドレン逆止弁，隔離

弁及びバウンダリ機能保持するポンプ・配管並びに貫通部止水処置とする。ま

た，「津波監視設備」は，津波監視カメラ及び取水槽水位計とする。 

 

ｂ．入力津波については，数値シミュレーションにより，各施設・設備の設置位

置において算定される時刻歴波形とする。数値シミュレーションに当たっては，

敷地形状，敷地沿岸域の海底地形，津波の敷地への侵入角度，河川の有無，陸

上の遡上・伝播の効果，伝播経路上の人工構造物等を考慮する。また，津波に

よる港湾内の局所的な海面の固有振動の励起を適切に評価し考慮する。 

 

ｃ．津波防護施設については，その構造に応じ，波力による侵食及び洗掘に対す

る抵抗性並びにすべり及び転倒に対する安定性を評価し，越流時の耐性にも配

慮した上で，入力津波に対する津波防護機能が十分に保持できる設計とする。 

 

ｄ．浸水防止設備については，浸水想定範囲等における浸水時及び浸水後の波圧
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等に対する耐性等を評価し，越流時の耐性にも配慮した上で，入力津波に対し

て，浸水防止機能が十分に保持できる設計とする。 

 

ｅ．津波監視設備については，津波の影響（波力及び漂流物の衝突）に対して，

影響を受けにくい位置への設置及び影響の防止策・緩和策等を検討し，入力津

波に対して津波監視機能が十分に保持できる設計とする。 

 

ｆ．津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において建物・構築物，設置物

等が破損，倒壊及び漂流する可能性がある場合には，津波防護施設及び浸水防

止設備に波及的影響を及ぼさないよう，漂流防止措置又は津波防護施設及び浸

水防止設備への影響の防止措置を施す設計とする。 

 

ｇ．上記ｃ． ，ｄ．及びｆ．の設計等においては，耐津波設計上の十分な裕度を

含めるため，各施設・設備の機能損傷モードに対応した荷重（浸水高，波力・

波圧，洗掘力，浮力等）について，入力津波による荷重から十分な余裕を考慮

して設定する。また，余震の発生の可能性を検討した上で，必要に応じて余震

による荷重と入力津波による荷重との組合せを考慮する。さらに，入力津波の

時刻歴波形に基づき，津波の繰り返しの襲来による作用が津波防護機能及び浸

水防止機能へ及ぼす影響について検討する。 

 

(6) 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の設計に当たっては，地震に

よる敷地の隆起・沈降，地震（本震及び余震）による影響，津波の繰り返しの

襲来による影響，津波による二次的な影響（洗掘，砂移動，漂流物等）及びそ

の他自然条件（風，積雪等）を考慮する。 

 

(7) 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の設計における荷重の組合せ

を考慮する自然現象として，津波（漂流物含む。），地震（余震）及びその他

自然現象（風，積雪等）を考慮し，これらの自然現象による荷重を適切に組み

合わせる。漂流物の衝突荷重については，各施設・設備の設置場所及び構造等

を考慮して，漂流物が衝突する可能性がある施設・設備に対する荷重として組

み合わせる。その他自然現象による荷重（風荷重，積雪荷重等）については，

各施設・設備の設置場所，構造等を考慮して，各荷重が作用する可能性のある

施設・設備に対する荷重として組み合わせる。 

 

 

(8) 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の設計並びに非常用海水ポン

プの取水性の評価に当たっては，入力津波による水位変動に対して朔望平均潮

位を考慮して安全側の評価を実施する。なお，その他の要因による潮位変動に

ついても適切に評価し考慮する。また，地震により陸域の隆起又は沈降が想定
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される場合，想定される地震の震源モデルから算定される，敷地の地殻変動量

を考慮して安全側の評価を実施する。 

 

10.5.1.1.3 主要設備 

(1) 防波壁 

津波による遡上波が津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）の設置され

た敷地に到達，流入することを防止し，津波防護対象設備（非常用取水設備を除

く。）が機能喪失することのない設計とするため，日本海及び輪谷湾に面した敷

地面に防波壁を設置する。 

防波壁は，多重鋼管杭式擁壁，逆Ｔ擁壁及び波返重力擁壁で構成され，波返重

力擁壁は，岩盤部と改良地盤部により分類される。 

多重鋼管杭式擁壁は，鋼管を多重化して鋼管内をコンクリート又はモルタルで

充填した多重鋼管による杭基礎構造とし，鋼管杭と鉄筋コンクリート造の被覆コ

ンクリート壁による上部構造とする。鋼管杭は，岩盤に支持させる構造とする。

また，施設護岸が損傷した際の津波の地盤中からの回り込みに対し，防波壁の背

後に地盤改良を実施する。 

逆Ｔ擁壁は，直接基礎構造とし，鉄筋コンクリート造の逆Ｔ擁壁による上部構

造とする。逆Ｔ擁壁は，改良地盤を介して岩盤に支持させる構造とし，グラウン

ドアンカーにより改良地盤及び岩盤に押し付ける構造とする。 

波返重力擁壁は，直接基礎構造とし，鉄筋コンクリート造の重力擁壁による上

部構造とする。また，ＭＭＲ（マンメイドロック）等を介して岩盤に支持させる

構造とする。なお，防波壁両端部については，堅硬な地山斜面に支持させる構造

とする。 

防波壁は，十分な支持性能を有する岩盤又は改良地盤に設置するとともに，基

準地震動Ｓｓによる地震力に対して津波防護機能が十分に保持できる設計とする。

また，波力による侵食及び洗掘に対する抵抗性並びにすべり及び転倒に対する安

定性を評価し，入力津波に対する津波防護機能が十分に保持できる設計とする。

設計に当たっては，漂流物による荷重，その他自然現象による荷重（風荷重，積

雪荷重等）及び地震（余震）との組合せを適切に考慮する。なお，主要な構造体

の境界部には，想定される荷重の作用及び相対変位を考慮し，試験等にて止水性

を確認した止水目地で止水処置を講じる設計とする。 

なお，漂流物による荷重により，津波防護機能が保持できない場合には，津波

防護施設の一部として漂流物対策を講じる。 

 

 

 

(2) 防波壁通路防波扉 

津波による遡上波が津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）の設置され

た敷地に到達，流入することを防止し，津波防護対象設備（非常用取水設備を除
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く。）が機能喪失することのない設計とするため，防波壁通路に防波壁通路防波

扉を設置する。 

防波壁通路防波扉は，鋼管杭又は改良地盤並びに基礎スラブによる基礎構造と

し，鋼製の主桁，補助縦桁及びスキンプレート等により構成された防波扉からな

る。防波扉の下部及び側部に試験等にて止水性を確認した水密ゴムを設置し，止

水性を確保する構造とする。 

防波壁通路防波扉は，十分な支持性能を有する岩盤又は改良地盤に設置すると

ともに，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して津波防護機能が十分に保持できる

設計とする。また，津波波力による侵食及び洗掘に対する抵抗性並びにすべり及

び転倒に対する安定性を評価し，入力津波に対する津波防護機能が十分に保持で

きる設計とする。 

設計に当たっては，漂流物による荷重，その他自然現象による荷重（風荷重）

との組合せを適切に考慮する。 

なお，漂流物による荷重により，津波防護機能が保持できない場合には，津波

防護施設の一部として漂流物対策を講じる。 

 

(3) 流路縮小工 

津波が１号炉取水槽から津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）の設置

された敷地に流入することを防止し，津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）

が機能喪失することのない設計とするため，１号炉取水槽の取水管端部に鋼製の

流路縮小工を設置する。 

１号炉取水槽流路縮小工の設計においては，十分な支持性能を有する構造物に

設置するとともに，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して津波防護機能が十分に

保持できる設計とする。また，津波波力による侵食及び洗掘に対する抵抗性を評

価し，構造境界部の止水に配慮した上で，入力津波（静水圧，流水圧及び流水の

摩擦による推力）に対する津波防護機能が十分に保持できるよう設計する。設計

に当たっては，地震（余震）との組合せを適切に考慮する。 

 

(4) 屋外排水路逆止弁 

津波が屋外排水路から津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）の設置さ

れた敷地に流入することを防止し，津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）

が機能喪失することのない設計とするため，屋外排水路逆止弁を設置する。 

屋外排水路逆止弁は，板材，補強材等の鋼製部材により構成され，敷地内への

津波の流入を防止する設備である。 

屋外排水路逆止弁は，十分な支持性能を有する構造物に設置するとともに，基

準地震動Ｓｓによる地震力に対して浸水防止機能が十分に保持できる設計とする。

また，入力津波に対する浸水防止機能が十分に保持できる設計とする。設計に当

たっては，地震（余震）との組合せを適切に考慮する。 

(5) 防水壁 
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 ａ．取水槽除じん機エリア防水壁 

津波が取水槽から津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）の設置された

敷地に流入することを防止し，津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）が

機能喪失することのない設計とするため，取水槽除じん機エリアに防水壁を設置

する。 

取水槽除じん機エリア防水壁は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して浸水防

止機能が十分に保持できる設計とする。また，浸水による静水圧に対する耐性を

評価し，入力津波に対する浸水防止機能が十分に保持できる設計とする。設計に

当たっては，その他自然現象による荷重（風荷重）との組合せを適切に考慮する。

なお，主要な構造体の境界部には，想定される荷重の作用及び相対変位を考慮し，

試験等にて止水性を確認した止水目地で止水処置を講じる設計とする。 

 

ｂ．復水器エリア防水壁 

 タービン建物（復水器を設置するエリア）から浸水防護重点化範囲への溢水の

流入を防止し，津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）が機能喪失するこ

とのない設計とするため，タービン建物（復水器を設置するエリア）に復水器エ

リア防水壁を設置する。 

 復水器エリア防水壁は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して浸水防止機能が

十分に保持できる設計とする。また，溢水による静水圧として作用する荷重及び

余震荷重を考慮した場合において，浸水防止機能が十分に保持できる設計とする。 

 

(6) 水密扉 

ａ．取水槽除じん機エリア水密扉 

津波が取水槽から津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）の設置された

敷地に流入することを防止し，津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）が

機能喪失することのない設計とするため，取水槽除じん機エリアに水密扉を設置

する。 

取水槽除じん機エリア水密扉は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して浸水防

止機能が十分に保持できる設計とする。また，浸水による静水圧に対する耐性を

評価し，入力津波に対する浸水防止機能が十分に保持できる設計とする。設計に

当たっては，その他自然現象による荷重（風荷重）との組合せを適切に考慮する。 

 

ｂ．復水器エリア水密扉 

タービン建物（復水器を設置するエリア）から浸水防護重点化範囲への溢水の

流入を防止し，津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）が機能喪失するこ

とのない設計とするため，タービン建物（復水器を設置するエリア）に復水器エ

リア水密扉を設置する。 

 復水器エリア水密扉は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して浸水防止機能が

十分に保持できる設計とする。また，溢水による静水圧として作用する荷重及び
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余震荷重を考慮した場合において，浸水防止機能が十分に保持できる設計とする。 

(7) 床ドレン逆止弁 

ａ．取水槽床ドレン逆止弁 

津波が取水槽の床面開口部から取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循環水ポン

プエリアに流入することを防止することにより，津波防護対象設備（非常用取水

設備を除く。）が機能喪失することのない設計とするため，取水槽海水ポンプエ

リア及び取水槽循環水ポンプエリアに床ドレン逆止弁を設置する。 

取水槽床ドレン逆止弁は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して浸水防止機能

が十分に保持できるように設計する。また，浸水時の波圧等に対する耐性を評価

し，入力津波に対して浸水防止機能が十分に保持できる設計とする。設計に当た

っては，その他自然現象による荷重（積雪荷重等）及び地震（余震）との組合せ

を適切に考慮する。 

 

ｂ．タービン建物床ドレン逆止弁 

タービン建物（復水器を設置するエリア）から浸水防護重点化範囲への溢水の

流入を防止し，津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）が機能喪失するこ

とのない設計とするため，タービン建物に床ドレン逆止弁を設置する。 

 タービン建物床ドレン逆止弁は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して浸水防

止機能が保持できる設計とする。また，溢水による静水圧として作用する荷重及

び余震荷重を考慮した場合において，浸水防止機能が十分に保持できる設計とす

る。 

 

(8) 隔離弁（電動弁，逆止弁） 

ａ．電動弁 

 海水系機器・配管等の損傷箇所を介した津波が浸水防護重点化範囲に流入する

ことを防止するため，タービン補機海水ポンプの出口に隔離弁（電動弁）を設置

する。 

 隔離弁（電動弁）は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して浸水防止機能が十

分に保持できるように設計する。また，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は

Ｓクラスの施設に適用する静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対して，お

おむね弾性状態にとどまる範囲で耐えられるように設計する。さらに，浸水時の

波圧等に対する耐性を評価し，入力津波に対して浸水防止機能が十分に保持でき

る設計とする。設計に当たっては，地震（余震）との組合せを適切に考慮する。 

 

ｂ．逆止弁 

海水系機器・配管等の損傷箇所を介した津波が浸水防護重点化範囲に流入する

ことを防止するため，タービン補機海水系配管（放水配管）及び液体廃棄物処理

系配管に隔離弁（逆止弁）を設置する。 

 隔離弁（逆止弁）は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して浸水防止機能が十
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分に保持できるように設計する。また，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は

Ｓクラスの施設に適用する静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対して，お

おむね弾性状態にとどまる範囲で耐えられるように設計する。さらに，浸水時の

波圧等に対する耐性を評価し，入力津波に対して浸水防止機能が十分に保持でき

る設計とする。設計に当たっては，地震（余震）との組合せを適切に考慮する。 

 

(9) ポンプ及び配管 

地震により損傷した場合に津波が浸水防護重点化範囲に流入することを防止す

るため，バウンダリ機能を保持するポンプ及び配管を設置する。 

 ポンプ及び配管は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して浸水防止機能が十分

に保持できるように設計する。また，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又はＳ

クラスの施設に適用する静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対して，おお

むね弾性状態にとどまる範囲で耐えられるように設計する。さらに，浸水時の波

圧等に対する耐性を評価し，入力津波に対して浸水防止機能が十分に保持できる

設計とする。設計に当たっては，地震（余震）との組合せを適切に考慮する。 

以下にバウンダリ機能を保持するポンプ及び配管を示す。（【】内は設置エリ

アを示す。） 

・タービン補機海水ポンプ【取水槽海水ポンプエリア】 

・タービン補機海水系配管【取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循環水ポンプエ

リア】 

・循環水ポンプ及び配管【取水槽循環水ポンプエリア】 

・原子炉補機海水系配管（放水配管）及び高圧炉心スプレイ補機海水系配管（放

水配管）【タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）及び屋外配

管ダクト（タービン建物～放水槽）】 

・除じんポンプ及び配管【取水槽海水ポンプエリア】 

 

(10) 貫通部止水処置 

津波が取水槽から津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を設置する敷

地に流入することのない設計とするため，取水槽Ｃ／Ｃケーブルダクトとの境界

に貫通部止水処置を実施する。 

また，津波が取水槽除じん機エリア及び放水槽から流入することのない設計と

するため，取水槽海水ポンプエリア及び屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

との境界に貫通部止水処置を実施する。 

さらに，地震によるタービン建物（復水器を設置するエリア）の循環水系配管

及び低耐震クラス機器の損傷に伴い溢水する保有水が浸水防護重点化範囲へ流入

することを防止するため，タービン建物（復水器を設置するエリア）とタービン

建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア），原子炉建物及び取水槽循環水ポ

ンプエリアの境界に貫通部止水処置を実施する。 

貫通部止水処置は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して浸水防止機能が十分
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に保持できる設計とする。また，浸水時及び浸水後の水圧等に対する耐性等を評

価し，入力津波に対する浸水防止機能が十分に保持できる設計とする。設計に当

たっては，地震（余震）との組合せを適切に考慮する。 

 

上記(1)から(7)の各施設・設備における許容限界は，地震後及び津波後の再使

用性や，津波の繰り返し作用を想定し，止水性の面も踏まえることにより，当該

構造物全体の変形能力に対して十分な余裕を有するよう，各施設・設備を構成す

る材料が弾性域内に収まることを基本とする。 

上記(8)及び(9)の隔離弁，ポンプ及び配管の許容限界は，基準地震動Ｓｓによ

る地震力に対しては，浸水防止機能に対する機能保持限界として，地震後の再使

用性を考慮し，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルにと

どまって破断延性限界に十分な余裕を有することを基本とする。また，弾性設計

用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対し

て，おおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えられることを確認する。 

津波荷重（余震荷重含む）に対しては，浸水防止機能に対する機能保持限界と

して，津波後の再使用性や，津波の繰り返し作用を想定し，止水性の面も踏まえ

ることにより，当該設備全体の変形能力に対して十分な余裕を有するよう，各施

設・設備を構成する材料が弾性域内に収まることを基本とする。なお，止水性能

については耐圧・漏水試験で確認する。 

上記(10)の貫通部止水処置については，地震後，津波後の再使用性や，津波の

繰り返し作用を想定し，止水性の維持を考慮して，貫通部止水処置が健全性を維

持することとする。 

各施設・設備の設計及び評価に使用する津波荷重の設定については，入力津波

が有する数値シミュレーション上の不確かさ及び各施設・設備の機能損傷モード

に対応した荷重の算定過程に介在する不確かさを考慮する。 

 

入力津波が有する数値シミュレーション上の不確かさの考慮に当たっては，各

施設・設備の設置位置で算定された津波の高さを安全側に評価して入力津波を設

定することで，不確かさを考慮する。 

各施設・設備の機能損傷モードに対応した荷重の算定過程に介在する不確かさ

の考慮に当たっては，入力津波の荷重因子である浸水高，速度，津波波力等を安

全側に評価することで，不確かさを考慮し，荷重設定に考慮している余裕の程度

を検討する。 

津波波力の算定においては，津波波力算定式等，幅広く知見を踏まえて，十分

な余裕を考慮する。 

漂流物の衝突による荷重の評価に際しては，津波の流速による衝突速度の設定

における不確実性を考慮し，流速について十分な余裕を考慮する。 

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の設計において，基準津波の波

源の活動に伴い発生する可能性がある地震（余震）についてそのハザードを評価
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し，その活動に伴い発生する余震による荷重を設定する。 

余震荷重については，基準津波の継続時間のうち最大水位変化を生起する時間

帯を踏まえ過去の地震データを抽出・整理することにより余震の規模を想定し，

余震としてのハザードを考慮した安全側の評価として，この余震規模から求めた

地震動に対してすべての周期で上回る地震動を弾性設計用地震動の中から設定す

る。 

主要設備の配置図を第10.5－1図に，また，概念図を第10.5－2図～第10.5－17

図に示す。 

 

10.5.1.1.4 主要設備の仕様 

浸水防護設備の主要仕様を第10.5－1表に示す。 

 

10.5.1.1.5 試験検査 

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備は，健全性及び性能を確認する

ため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査を実施する。 

 

10.5.1.1.6 手順等 

津波に対する防護については，津波による影響評価を行い，設計基準対象施設

の津波防護対象設備が基準津波によりその安全機能を損なわないよう手順を定め

る。 

 (1) 防波壁通路防波扉については，原則閉運用とし，開放後の確実な閉止操作，

中央制御室における閉止状態の確認，閉止されていない状態が確認された場合

の閉止操作の手順を定める。 

(2) 引き波時の非常用海水ポンプの取水性確保を目的として，循環水ポンプにつ

いては，発電所を含む地域に大津波警報が発令された場合，停止する操作手順

を定める。 

(3) 水密扉については，原則閉止運用とし，開放後の確実な閉止操作，中央制御

室における閉止状態の確認，閉止されていない状態が確認された場合の閉止操

作の手順を定める。 

(4) 燃料等輸送船に関し，入港する前までに，津波時に漂流物とならない係留方

法を策定する手順を定める。また，津波警報等が発令された場合において，荷

役作業を中断し，緊急離岸する船側と退避状況に関する情報連絡を行う手順を

定める。さらに，陸側作業員及び輸送物に関し，津波警報等が発令された場合

において，荷役作業を中断し，陸側作業員を退避させるとともに，輸送物の退

避の可否判断を含めた退避の手順を定める。手順には，輸送物を退避できない

場合において，輸送物を漂流物としないための措置も含める。なお，その他の

作業船，貨物船等の港湾内に停泊する船舶に対しては，入港する前までに，津

波時に漂流物とならない係留方法を策定する手順を定める。さらに，津波警報

等が発表された場合において，作業を中断し，陸側作業員を退避させるととも
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に，緊急離岸する船側と退避状況に関する情報連絡を行う手順を定める。 

(5) 津波監視カメラ及び取水槽水位計による津波の襲来状況の監視に係る手順

を定める。 

(6) 漂流物調査範囲内の人工構造物の設置状況の変化を把握するため，定期的に

設置状況を確認する手順を定める。さらに，従前の評価結果に包絡されない場

合は，人工構造物が漂流物となる可能性，非常用海水ポンプの取水性並びに津

波防護施設及び浸水防止設備の健全性への影響評価を行い，影響がある場合は

漂流物対策を実施する。 

(7) 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備については，各施設及び設備

に要求される機能を維持するため，適切な保守管理を行うとともに，故障時に

おいては補修を行う。 

(8) 津波防護に係る手順に関する教育並びに津波防護施設，浸水防止設備及び津

波監視設備の保守管理に関する教育を定期的に実施する。 
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第10.5－1表 浸水防護設備の主要仕様 

 

(1) 防波壁 

種 類   防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

個 数   １ 

(2) 防波壁 

種 類   防波壁（逆Ｔ擁壁） 

個 数   １ 

(3) 防波壁 

種 類   防波壁（波返重力擁壁） 

個 数   １ 

  (4) 防波壁通路防波扉 

種 類   防波壁通路防波扉 

個 数   ４ 

(5) 流路縮小工 

種 類   流路縮小工 

個 数   ２ 

(6) 屋外排水路逆止弁 

種 類   逆止弁 

個 数   14 

(7) 防水壁 

    種 類   防水壁 

    個 数   ２ 

(8) 水密扉 

種 類   片開扉 

個 数   一式 

(9)  床ドレン逆止弁 

種 類   逆止弁 

個 数   一式 

(10) 隔離弁 

種 類   電動弁，逆止弁 

個 数   ６ 

(11) ポンプ及び配管 

種 類   ポンプ，配管 

個 数   一式 

(12) 貫通部止水処置 

種 類   貫通部止水 

個 数   一式 
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m 

２号炉 

 

 

第１保管エリア（ＥＬ.＋50.0m） 

常設代替交流電源設備 

(ガスタービン発電機) 

第２保管エリア（ＥＬ.＋44.0m） 

緊急時対策所 

復水器エリア防水壁 

貫通部止水処置 

復水器エリア水密扉 

タービン建物床ドレン逆止弁 Ｂ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系） 

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃

料貯蔵タンク～原子炉建物） 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

凡例 津波防護施設 

浸水防止設備 

(外郭防護) 

津波監視設備 
 

設計基準対象施設（重大事故等対処 

設備を含む）の津波防護対象設備を 

内包する建物・区画 

重大事故等対処施設の津波防護対象 

設備を内包する建物・区画  

浸水防止設備 

(内郭防護)※ 

※ 基準地震動 Ssによる地震力に対してバウンダリ機能保持のみを要求する機器・配管を除く 

廃棄物処理建物 

制御室建物 

タービン建物 

１号炉取水槽流路縮小工 

取水槽水位計 

取水槽除じん機エリア防水壁 

取水槽除じん機エリア水密扉 

取水槽床ドレン逆止弁 

貫通部止水処置 

隔離弁 

貫通部止水処置 

防波壁 

第４保管エリア（ＥＬ.＋8.5m） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

屋外排水路逆止弁 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 

隔離弁 

排気筒 

津波監視カメラ 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

第１ベントフィルタ格納槽 

原子炉建物 

防波壁通路防波扉 

取水槽海水ポンプエリア， 

取水槽循環水ポンプエリア 

第３保管エリア（ＥＬ.＋13.0～33.0m） 

津波監視カメラ 

津波監視カメラ 

ＥＬ.＋6.5m 

ＥＬ.＋8.5m 

ＥＬ.＋44.0m 

ＥＬ.＋15.0m Ａ-非常用ディーゼル発電機（燃料移送系） 
高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系） 

【凡例】 

：可搬型設備の保管場所 

：防火帯 

：防波壁 

：ＥＬ.＋6.5m盤 

：ＥＬ.＋8.5m盤 
：ＥＬ.＋15.0m盤 
：ＥＬ.＋44.0m盤 

 

 

第10.5－1図 津波防護対象施設の配置図 
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輪 谷 湾

Ｎ
波返重力擁壁（岩盤部）

波返重力擁壁
（岩盤部）

逆Ｔ擁壁

多重鋼管杭
式擁壁

波返重力擁壁
（改良地盤部）

 

第10.5－2図 防波壁配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10.5－3図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10.5－4図 防波壁（逆Ｔ擁壁）概念図 

 

EL.+15.0m
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第10.5－5図 防波壁（波返重力擁壁）概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面図 

第10.5－6図 防波壁通路防波扉（３号炉東側）概念図  

岩盤部 

改良地盤部 

EL.+15.0 

EL.+8.5 
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取水管

固定ボルト

縮小板
（開口率５割程度）

（縮小板正面図）

（断面図）

縮小板

固定ボルト

取水管

取付板

１号炉取水槽
（取付板正面図）

固定ボルト
取付板

取水管フランジ

 

▽EL.-7100

▽EL.+8800

流路
縮小工

単位：mm

 

断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図           断面図 

 

第10.5－7図 1号炉取水槽流路縮小工概念図 
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平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A-A断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図             断面図 

 

第10.5－8図 屋外排水路逆止弁概念図 

 

1/100 

屋外排水路逆止弁 

防波壁 

海側 

陸側 

 

1/100 1/100 

防波壁 

屋外排水路逆止弁 

陸側 海側 
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鋼板 Ｈ形鋼支柱

梁
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取水槽躯体
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第10.5－9図 取水槽除じん機エリア防水壁概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10.5－10図 取水槽除じん機エリア水密扉概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10.5－11図 復水器エリア水密扉概念図 
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第10.5－12図 床ドレン逆止弁概念図 

 

 

 

第10.5－13図 隔離弁（電動弁）概念図 
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第10.5－14図 隔離弁（逆止弁）概念図 

 

（シリコンシール） 

第10.5－15図 貫通部止水処置の概念図 

 

（ラバーブーツ） 

第10.5－16図 貫通部止水処置の概念図 
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（モルタル） 

第10.5－17図 貫通部止水処置の概念図 
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島根原子力発電所２号炉 

耐津波設計方針について 
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Ⅰ．はじめに 

 

Ⅱ．耐津波設計方針 

1. 基本事項 

1.1 津波防護対象の選定 

l.2 敷地及び敷地周辺における地形及び施設の配置等 

1.3 基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

1.4 入力津波の設定 

1.5 水位変動，地殻変動の考慮 

1.6 設計または評価に用いる入力津波 

 

2. 設計基準対象施設の津波防護方針 

2.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

2.2 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

2.3 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２） 

2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

2.5 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防止 

2.6 津波監視 

 

3. 重大事故等対処施設の津波防護方針 

3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

3.2 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

3.3 漏水による重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止 

（外郭防護２） 

3.4 重大事故等に対処するために必要な機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

3.5 水位変動に伴う取水性低下による重大事故等に対処するために必要な 

機能への影響防止 

3.6 津波監視 

 

4. 施設・設備の設計・評価の方針及び条件 

4.1 津波防護施設の設計 

4.2 浸水防止設備の設計 

4.3 津波監視設備の設計 

4.4 施設・設備等の設計・評価に係る検討事項 
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（添付資料） 

１．基準津波に対して機能を維持すべき設備とその配置 

２．津波シミュレーションに用いる数値計算モデルについて 

３．地震時の地形等の変化による津波遡上経路への影響について 

４．日本海東縁部に想定される地震による発電所敷地への影響について 

５．港湾内の局所的な海面の励起について 

６．管路計算の詳細について 

７．入力津波に用いる潮位条件について 

８．入力津波に対する水位分布について 

９．津波防護対策の設備の位置付けについて 

10．内郭防護において考慮する溢水の浸水範囲，浸水量について 

11．浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策の設置位置，実施範囲及び施工例 

12．基準津波に伴う砂移動評価について 

13．島根原子力発電所周辺海域における底質土砂の分析結果について 

14．海水ポンプ軸受の浮遊砂耐性について 

15．津波漂流物の調査要領について 

16．燃料等輸送船の係留索の耐力について 

17．燃料等輸送船の喫水高さと津波高さとの関係について 

18．漂流物の評価において考慮する津波の流速・流向について 

19．津波監視設備の監視に関する考え方 

20．耐津波設計において考慮する荷重の組合せについて 

21．基準類における衝突荷重算定式及び衝突荷重について 

22．耐津波設計における余震荷重と津波荷重の組合せについて 

23．水密扉の運用管理について 

24．審査ガイドとの整合性（耐津波設計方針） 

25. 防波壁の設計方針及び構造成立性評価結果について

26. 防波壁及び防波壁通路防波扉における津波荷重の設定方針について

27. 浸水防護重点化範囲内に設置する海域と接続する低耐震クラス機器及び配

管の津波流入防止対策について

28. タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）及び取水槽循環水ポ

ンプエリアに設置する耐震Ｓクラスの設備に対する浸水影響について

29. １号炉取水槽流路縮小工について

30. 取水槽除じん機エリア防水壁及び取水槽除じん機エリア水密扉の設計方針

及び構造成立性の見通しについて

31. 施設護岸の漂流物評価における遡上域の範囲及び流速について

32. 海水ポンプの実機性能試験について

33. 海水ポンプの吸込流速が砂の沈降速度を上回る範囲について

34. 水位変動・流向ベクトルについて

35. 荷揚場作業に係る車両・資機材の漂流物評価について
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36. 構外海域の漂流物が施設護岸及び取水口へ到達する可能性について 

37. 津波発生時の運用対応について 

38．地震後の荷揚場の津波による影響評価について 

39．防波壁通路防波扉の設計及び運用対応について 

40. 浸水防止設備のうち機器・配管系の基準地震動Ｓｓに対する許容限界につい

て 

41. １号炉放水連絡通路の閉塞について 

42. 総トン数 10トン以上のイカ釣り漁漁船の操業禁止区域について 

43. 島根原子力発電所の周辺海域で操業する漁船について 

44. 基礎底面の傾斜による防波壁の構造成立性について 

 

（参考資料） 

－１ 島根原子力発電所２号炉津波評価について（第 972回審査会合） 

－２ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添資料１第9章） 

－３ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添資料１第10章） 

－４ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添資料 1 補足説 

明資料 30） 

－５ 津波防護上の地山範囲における地質調査 柱状図及びコア写真集（第 762回

審査会合 机上配布資料，第 802 回審査会合 机上配布資料，第 841 回審査

会合 机上配布資料）  
 

 

 

 

 

  

 

 

下線は，今回の提出資料を示す。 
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2.3 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２） 

(1)漏水対策

【規制基準における要求事項等】 

取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して，取水・放水施設や地下部等に

おける漏水の可能性を検討すること。 

漏水が継続することによる浸水の範囲を想定（以下，｢浸水想定範囲｣という。）

すること。 

浸水想定範囲の境界において浸水の可能性のある経路，浸水口（扉，開口部，

貫通口等）を特定すること。 

特定した経路，浸水口に対して浸水対策を施すことにより浸水範囲を限定す

ること。 

【検討方針】 

取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して，取水・放水施設や地下部等に

おける漏水の可能性を検討する。 

漏水が継続する場合は，浸水想定範囲を明確にし，浸水想定範囲の境界にお

いて浸水の可能性のある経路，浸水口（扉，開口部，貫通口等）を特定する。 

また，浸水想定範囲がある場合は，浸水の可能性のある経路，浸水口に対し

て浸水対策を施すことにより浸水範囲を限定する。 

【検討結果】 

a. 浸水想定範囲の設定

「2.2敷地への浸水防止(外郭防護１)」で示したように，２号炉の取水槽の

入力津波高さは，海水を取水するポンプ（以下「海水ポンプ」という。）である，

循環水ポンプ，原子炉補機海水ポンプ，高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ及び

タービン補機海水ポンプ等を設置する取水槽の床面高さを上回る。このため，

これらの床面に存在する開口部である床ドレンに対しては，外郭防護１として，

取水槽床ドレン逆止弁を設置し津波の流入を防止する設計としている。 

一方，各床面に隙間部が存在する場合には，当該部で漏水が生じ，設計基準

対象施設の津波防護対象設備を内包する取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循

環水ポンプエリアが浸水する可能性があることから，各海水ポンプを設置する

エリアを漏水が継続することによる浸水想定範囲として設定する。設定した浸

水想定範囲を漏水の発生を想定する床面と対応させる形で整理して示すと，第

2.3-1表及び第 2.3-1図のとおりとなる。 
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第 2.3-1表 漏水の発生を想定する床面と浸水想定範囲 

No. 漏水の発生を想定す

る床面 

浸水想定範囲 

a 取水槽海水ポンプエ

リア 

・取水槽海水ポンプエリア床面

（EL.+1.1m,EL.+4.0m）のうち原子炉補機海水ポン

プ等を設置する床面（EL.+1.1m） 

・取水槽循環水ポンプエリア床面(EL.+1.1m) 

b 取水槽循環水ポンプ

エリア 

・取水槽循環水ポンプエリア床面（EL.+1.1m） 

 

 

第 2.3-1図 漏水の発生を想定する床面と浸水想定範囲 

取水槽除じん機エリア水密扉

取水槽床ドレン逆止弁
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ＥＬ.＋8.5m
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海水ポンプ ＥＬ.＋4.0m

ＥＬ.＋0.4m

取水槽循環水ポンプエリア 取水槽海水ポンプエリア 取水槽除じん機エリア

取水槽除じん機エリア水密扉

取水槽床ドレン逆止弁

貫通部止水処置

取水槽除じん機エリア防水壁

分離壁

原子炉補機海水ポンプ

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ

タービン補機海水ポンプ

循環水ポンプ

除じんポンプ
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b. 漏水が発生する可能性についての検討 

「a.浸水想定範囲の設定」に記載するとおり，取水槽循環水ポンプエリア及

び取水槽海水ポンプエリア床面に隙間部が存在する場合は，当該部を介した設

計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する区画への漏水による浸水可能性

が考えられる。そこで，上記の各床面に存在する隙間部等を対象として，漏水

が発生する可能性についての検討を以下のとおり行った。 

 

(a)取水槽海水ポンプエリア床面 

 取水槽海水ポンプエリアへの漏水による浸水経路となり得る隙間部としては，

海水ポンプのグランド部，グランドドレン配管及び取水槽床ドレン逆止弁の止

水部が挙げられる。 

 海水ポンプのグランドはグランドパッキンが挿入されており，グランドパッ

キン押さえを設置し，締め付けボルトで圧縮力を与えてシールする（第 2.3-2

図）とともに，適宜，日常点検及びパトロールを実施し，必要に応じて増し締

めによる締め付け管理をしていることから，有意な漏水が発生することはない。

また，グランド部における漏水はグランドドレン配管を介して取水槽海水ポン

プエリアに開放しており，海域と連接されているものではないため，海水がグ

ランドドレン配管を逆流して取水槽海水ポンプエリアに流入することはない。

（第 2.3-3図） 

取水槽床ドレン逆止弁にはその止水部にシール材等の浸水対策を施すととも

に，適宜，日常点検及びパトロールを実施することから，有意な漏水が発生す

ることはない。 

以上により，取水槽海水ポンプエリア床面を介した設計基準対象施設の津波

防護対象設備を内包する区画への漏水による浸水の可能性はない。 

 

(b)取水槽循環水ポンプエリア床面 

取水槽循環水ポンプエリアへの漏水による浸水経路となり得る隙間部等とし

ては，循環水ポンプのグランド部（第 2.3-4図）及び取水槽床ドレン逆止弁等

が挙げられるが，グランドはグランドパッキンが挿入されており，グランドパ

ッキン押さえを設置し，締め付けボルトで圧縮力を与えてシールをする（第

2.3-4 図）とともに，適宜，日常点検及びパトロールを実施し，必要に応じ増

し締めによる締め付け管理をしていることから，有意な漏水が発生することは

ない。 

また，グランド部における漏水はグランドドレン配管を介して取水槽循環水

ポンプエリアに開放しており，海域と連接されているものではないため，海水

がグランドドレン配管を逆流して取水槽循環水ポンプエリアに流入することは

ない。また，循環水ポンプの減圧配管フランジ部からの漏えいは，適宜，日常

点検及びパトロールを実施し，必要に応じて増し締めによる締め付け管理をし

ていることから，有意な漏水が発生することはない。（第 2.3-5図） 
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取水槽床ドレン逆止弁にはその止水部にシール材等の浸水対策を施すととも

に，適宜，日常点検及びパトロールを実施することから，有意な漏水が発生す

ることはない。 
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第 2.3-2図 海水ポンプグランド部（原子炉補機海水ポンプの例） 

 

 
第 2.3-3図 海水ポンプのグランドドレン配管ルート 

（原子炉補機海水ポンプの例）  

主
軸

吸
込

吐出

グランドドレン配管

取水槽床ドレン逆止弁

雨水排水口床ドレン 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 2.3-4図 循環水ポンプグランド部 

 
第 2.3-5図 循環水ポンプのグランドドレン等配管ルート  

グランドドレン配管

逆止弁

床ドレン

減圧配管

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

取水槽床ドレン逆止弁 
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(2) 安全機能への影響確認 

【規制基準における要求事項等】 

浸水想定範囲の周辺に重要な安全機能を有する設備等がある場合は，防水区

画化すること。 

必要に応じて防水区画内への浸水量評価を実施し，安全機能への影響がない

ことを確認すること。 

 

【検討方針】 

浸水想定範囲が存在する場合，その周辺に重要な安全機能を有する設備等が

ある場合は，防水区画化する。必要に応じて防水区画内への浸水量評価を実施

し，安全機能への影響がないことを確認する。 

 

【検討結果】 

「(1)漏水対策」で示したとおり，取水槽循環水ポンプエリア及び取水槽海水

ポンプエリア床面ともに，当該部を介した設計基準対象施設の津波防護対象設

備を内包する区画への漏水による浸水の可能性はないが，保守的な想定として，

取水槽床ドレン逆止弁に津波が到達した場合に漏水が発生することを考慮し，

各浸水想定範囲における浸水を仮定する。その上で，各浸水想定範囲に隣接す

る重要な安全機能を有する設備を設置する区画を防水区画化するとともに，浸

水想定範囲内に設置される安全機能を有する設備について，没水等により機能

を喪失することがないことを確認する。具体的な防水区画化範囲及び影響評価

結果を浸水想定範囲ごとに以下に示す。 

 

a. 取水槽海水ポンプエリアを浸水想定範囲とした場合の影響評価 

 (a)保守的に想定する漏水及び浸水深  

  取水槽海水ポンプエリアには，海水ポンプとして，原子炉補機海水ポンプ，

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ及びタービン補機海水ポンプ等を設置して

いる。これらのポンプには，グランドドレン配管が敷設されるが，「(1)漏水対

策」に記載したとおり，有意な漏水が発生する経路ではないため，ここでは，

取水槽海水ポンプエリアに浸水防止対策として設置した取水槽床ドレン逆止

弁から許容漏水量の漏水が発生することを考慮し，発生する漏水量の算出を行

う。 

  なお，取水槽床ドレン逆止弁の水密性については，水密性試験で評価してお

り，試験時の許容漏水量は，0.13L/min（水圧 0.3MPa 時）と設定しているが，

試験において漏えいは確認されていない。 

算出の手法，条件（入力津波）等は第 2.3-6図に示すとおりであり，結果を

第 2.3-2表に示す。  

浸水想定範囲である取水槽海水ポンプエリアの浸水深は 3mm 程度となる。 
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ここで，本項の評価において用いる取水槽海水ポンプエリアの床面積は「第

9 条：溢水による損傷の防止等」において，溢水影響評価を実施する際に用い

た床面積と同様とし，床面積の算出にあたっては，当該区域内に設置されてい

る各機器により占有されている領域等を考慮し，保守的に有効面積を算出して

いる。 

 
 

 

 

取水槽での入力津波の時刻歴波形（上昇側）（入力津波１，防波堤有り） 

 

第 2.3-6図 漏水による浸水量評価 
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第 2.3-2表 漏水による浸水量評価 

 原子炉補機海水 

ポンプ(Ⅱ系) 

エリア 

原子炉補機海水 

ポンプ(Ⅰ系) 

エリア 

高圧炉心スプレイ 

補機海水ポンプ 

エリア 

滞留面積(m2) ① 54 38 20 

モータ下端高さ(EL.m) 

[( )書きは床面からの高さを示す] 

＋2.7 

(＋1.6m) 

＋2.3 

(＋1.2m) 

床高さ(EL.m) ＋1.1 

取水槽床

ドレン逆

止弁 

個数 3 3 2 

１個の漏水量(m3/h) 0.008 0.008 0.008 

漏水量(m3/h) ② 0.024 0.024 0.016 

１時間あたりの溢水水位（m） 

（②／①） 
4.5×10-4 6.4×10-4 8.0×10-4 

津波継続時間(時間) 3 

溢水水位(m) 2×10-3 2×10-3 3×10-3 

 

(b)防水区画化範囲の設置及び漏水影響評価 

 浸水想定範囲である取水槽海水ポンプエリアに隣接する取水槽循環水ポンプ

エリアには，設計基準対象施設の津波防護対象設備である非常用海水系の配管等

が敷設されているため，取水槽循環水ポンプエリアを防水区画化範囲と設定する。

取水槽循環水ポンプエリアの浸水深を，保守的に浸水想定範囲である取水槽海水

ポンプエリアと同様(3mm)と設定した場合においても，非常用海水系の配管等の

設置高さ（ＥＬ.＋1.3m以上）に到達しないため，非常用海水系の配管等は，漏

水により機能喪失しない。取水槽海水ポンプエリアを浸水想定範囲とした場合の

防水区画化範囲について，第 2.3-7図に示す。 

一方，取水槽海水ポンプエリアはエリア内に設計基準対象施設の津波防護対象

設備である原子炉補機海水ポンプ等がある。これらについては，「(a)保守的に想

定する漏水及び浸水深」に記載する浸水深と，当該エリア内に設置する設計基準

対象施設の津波防護対象設備の機能喪失高さとの比較を行うことにより，上記設

備が漏水により機能喪失しないことを以下のとおり確認した。 

ここで，本項の評価において用いる機能喪失高さについては，「第 9条溢水に

よる損傷の防止等」に記載する機能喪失高さと同様とし，その概要を第 2.3-8図

に示す。 

最も機能喪失高さが低くなる高圧炉心スプレイ補機海水ポンプモータの場合

でも，機能喪失高さは 1.2mであり，取水槽海水ポンプエリアの最大浸水深 3mm

程度に対して十分な余裕を有している。（第 2.3-9図） 

以上より，取水槽海水ポンプエリアに設置する設計基準対象施設の津波防護対

象設備は，漏水により機能喪失することはないものと評価する。 
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第 2.3-7図 浸水想定範囲（取水槽海水ポンプエリア）に対する防水区画化範囲 
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第 2.3-8(1)図 機能喪失高さ概要図 
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第 2.3-8(2)図 機能喪失高さ概要図 
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第 2.3-9図 取水槽海水ポンプエリアに設置する設計基準対象施設の 

津波防護対象設備の機能喪失高さ 

 

 

b.取水槽循環水ポンプエリアを浸水想定範囲とした場合の影響評価 

 取水槽循環水ポンプエリアには非常用海水配管等が敷設されているが，「2.4重

要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）(2)ｃ.取水槽循環ポンプエリアに

おける溢水」及び「添付資料 28 タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置する

エリア）及び取水槽循環水ポンプエリアに設置する耐震Ｓクラスの設備に対する

浸水影響について」に示すとおり，取水槽循環水ポンプエリアにおいて地震によ

りタービン補機海水系配管が破損すると想定した際の大規模な溢水に対して，非

常用海水系の配管等が機能喪失しないことを確認している。 

一方，取水槽循環水ポンプエリアに隣接する取水槽海水ポンプエリアには設計

基準対象施設の津波防護対象設備である原子炉補機海水ポンプがあるため，取水

槽海水ポンプエリアを防水区画化範囲と設定するが，「2.4重要な安全機能を有す

る施設の隔離（内郭防護）」に後述するとおり，取水槽循環水ポンプエリアにお

いて地震によりタービン補機海水系配管が破損すると想定した際の大規模な溢

水に対して，浸水防護重点化範囲である取水槽海水ポンプエリアが浸水しない設

計としている。これより，取水槽循環水ポンプエリアにおいて漏水が発生した場

合でも，防水区画化範囲が浸水することはなく，安全機能に影響が及ぶことはな

いものと評価する。 

 取水槽循環水ポンプエリアを浸水想定範囲とした場合の防水区画化範囲につ

いて，第 2.3-10図に示す。 

メタクラ（電源）

ポンプモータ下端
▽EL.＋2.3m

取水槽海水ポンプエリア
床面

▽EL.＋1.1m

屋外

保護回路

遮断器

保護回路

遮断器

保護回路

遮断器

他補機へ給電

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプモータ 端子台

原子炉建物
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第 2.3-10図 浸水想定範囲（取水槽循環水ポンプエリア）に対する防水区画化

範囲 

  

取水槽除じん機エリア水密扉

取水槽床ドレン逆止弁

貫通部止水処置

取水槽除じん機エリア防水壁

循環水ポンプ ＥＬ.＋8.8m

ＥＬ.＋8.5m

ＥＬ.＋1.1m
海水ポンプ ＥＬ.＋4.0m

ＥＬ.＋0.4m

取水槽循環水ポンプエリア 取水槽海水ポンプエリア 取水槽除じん機エリア

取水槽除じん機エリア水密扉

取水槽床ドレン逆止弁

貫通部止水処置

取水槽除じん機エリア防水壁

分離壁

原子炉補機海水ポンプ

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ

タービン補機海水ポンプ

循環水ポンプ

除じんポンプ

R

R

R

R

T

T

T

H

Ｃ

Ｃ

Ｃ

R

H

T

C

J

J

J

（ 津波が到達する範囲）

R

R

R

R

T

T

T

H

Ｃ

Ｃ

Ｃ

R

H

T

C

循環水ポンプを設置する床面で漏水が継続した場合の浸水想定範囲

防水区画境界

J

J

J

取水槽循環水ポンプエリア 取水槽海水ポンプエリア 取水槽除じん機エリア
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 (3)排水設備設置の検討 

【規制基準における要求事項等】 

浸水想定範囲における長期間の冠水が想定される場合は，排水設備を設置する

こと。 

 

【検討方針】 

浸水想定範囲における長期間の冠水が想定される場合は，排水設備を設置する。 

 

【検討結果】 

「(1)漏水対策」で示したとおり，設計基準対象施設の津波防護対象設備を内

包する区画への漏水による有意な浸水は想定されないため，排水設備は不要であ

る。 
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2.4重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

2.4.1 浸水防護重点化範囲の設定 

【規制基準における要求事項等】 

重要な安全機能を有する設備等を内包する建屋及び区画については，浸水防護

重点化範囲として明確化すること。 

 

【検討方針】 

設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建物及び区画については，浸

水防護重点化範囲として明確化する。 

 

【検討結果】 

設計基準対象施設の津波防護対象設備(非常用取水設備を除く。以下，2.4にお

いて同じ。）を内包する建物及び区画としては，原子炉建物，タービン建物，廃

棄物処理建物，制御室建物，取水槽海水ポンプエリア，取水槽循環水ポンプエリ

ア及び屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物，タービン

建物～排気筒，タービン建物～放水槽)並びにＡ，Ｂ－非常用ディーゼル発電機

（燃料移送系），高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系）及び排気

筒を設置するエリアがある。また，タービン建物については，復水器を設置する

エリアから耐震Ｓクラスの設備を設置するエリアへの浸水対策として，復水器エ

リア防水壁等を設置し，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）

とタービン建物（復水器を設置するエリア）に区画する。各建物内の設計基準対

象施設の津波防護対象設備の配置は添付資料１に示すとおりである。 

このうち，耐震Ｓクラスの設備を内包する建物及び区画は，原子炉建物，ター

ビン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア），廃棄物処理建物（耐震Ｓク

ラスの設備を設置するエリア），制御室建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエ

リア），取水槽海水ポンプエリア，取水槽循環水ポンプエリア及び屋外配管ダク

ト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物，タービン建物～排気筒，ター

ビン建物～放水槽)並びにＡ，Ｂ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系），高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系）及び排気筒を設置するエリアで

あるため，これらを浸水防護重点化範囲として設定する。 

第 2.4-1表，第 2.4-1図，第 2.4-2図に浸水防護重点化範囲を示す。また，タ

ービン建物地下 1階の復水器エリア防水壁と耐震Ｓクラスの設備の位置関係を第

2.4-3図に示す。 

なお，位置が確定していない設備等に対しては，詳細設計段階で浸水防護重点

化範囲を再設定する方針である。 
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第 2.4-1表 浸水防護重点化範囲 

耐震Ｓクラスの設備を内包する建物及び区画 周辺敷地高さ 

・タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア） 

・取水槽海水ポンプエリア 

・取水槽循環水ポンプエリア 

・屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

・屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 

・Ａ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系），高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機（燃料移送系）及び排気筒を設置する

エリア 

EL.+8.5m 

・原子炉建物 

・制御室建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア） 

・廃棄物処理建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア） 

・屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建

物） 

・Ｂ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系）を設置するエリ 

ア 

EL.+15.0m 
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 第 2.4-1図 浸水防護重点化範囲概略図  

浸水防護重点化範囲

取水槽海水ポンプエリア，
取水槽循環水ポンプエリア

原子炉建物

制御室建物（耐震Ｓクラス

の設備を設置するエリア）

B-非常用ディーゼル
発電機（燃料移送系）

A-非常用ディーゼル
発電機（燃料移送系）
高圧炉心スプレイ系ディーゼル
発電機（燃料移送系）

排気筒

屋外配管ダクト
(タービン建物～排気筒)

屋外配管ダクト（ディーゼル燃料
貯蔵タンク～原子炉建物）

屋外配管ダクト
(タービン建物
～放水槽）

タービン建物（耐震Ｓクラス
の設備を設置するエリア）

廃棄物処理建物（耐震Ｓクラスの設

備を設置するエリア）

浸水防護重点化範囲

取水槽海水ポンプエリア，
取水槽循環水ポンプエリア

原子炉建物

制御室建物（耐震Ｓクラス

の設備を設置するエリア）

Ｂ－非常用ディーゼル
発電機（燃料移送系）

Ａ－非常用ディーゼル
発電機（燃料移送系）
高圧炉心スプレイ系ディーゼル
発電機（燃料移送系）

排気筒

屋外配管ダクト
(タービン建物～排気筒)

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃
料貯蔵タンク～原子炉建物）

屋外配管ダクト
(タービン建物
～放水槽）

タービン建物（耐震Ｓクラス
の設備を設置するエリア）

廃棄物処理建物（耐震Ｓクラスの設

備を設置するエリア）
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第 2.4-2図(1) 浸水防護重点化範囲（平面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水防護重点化範囲 

制御室建物 EL.+1.6m 

タービン建物 EL.+2.6m 

原子炉建物 EL.+1.3m 廃棄物処理建物 EL.+3.0m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水防護重点化範囲 

制御室建物 EL.+8.8m 

原子炉建物 EL.+8.8m 廃棄物処理建物 EL.+8.8m 

タービン建物 EL.+5.5m 
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第 2.4-2図(2) 浸水防護重点化範囲（平面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水防護重点化範囲 

制御室建物 EL.+16.9m 

制御室建物 EL.+12.8m 

タービン建物 EL.+12.5m 

原子炉建物 EL.+15.3m 
廃棄物処理建物 EL.+15.3m 

廃棄物処理建物 EL.+12.3m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水防護重点化範囲 

タービン建物 EL.+20.6m 

原子炉建物 EL.+23.8m 廃棄物処理建物 EL.+22.1m 
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第 2.4-2図(3) 浸水防護重点化範囲（平面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水防護重点化範囲 

タービン建物 EL.+20.6m 

原子炉建物 EL.+30.5m 廃棄物処理建物 EL.+26.7m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水防護重点化範囲 

タービン建物 EL.+32.0m 

原子炉建物 EL.+34.8m 廃棄物処理建物 EL.+32.0m 
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第 2.4-2図(4) 浸水防護重点化範囲（平面図） 

 

 

第 2.4-2図(5) 浸水防護重点化範囲（断面図） 

 

第 2.4-3図 タービン建物地下 1階の復水器エリア防水壁等の浸水防止設備と 

耐震Ｓクラスの設備の位置  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水防護重点化範囲 

原子炉建物 EL.+42.8m 廃棄物処理建物 EL.+37.5m 

敷地高さ

(EL.+15.0m

敷地高さ

(EL.+8.5m)

防波壁

復水器

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

廃棄物処理建物地下 2階 

U 

U 

U 

取水槽循環水ポンプエリア 

取水槽海水ポンプエリア 

U 

タービン建物地下 1階 

原子炉建物地下 2階 

U U U U 

U 

U 

U U 

U 

U 
U 

凡例 

      ：浸水防護重点範囲 

：復水器エリア防水壁 

：水密扉  

：貫通部止水処置実施箇所 

床ドレン逆止弁は浸水防護重点範囲の境界となる床面に設置 

：Ⅰ-原子炉補機海水系配管 

：Ⅱ-原子炉補機海水系配管 

：高圧炉心スプレイ補機海水系配管 

      ：非常用ディーゼル発電機系配管（Ａ系） 

      ：非常用ディーゼル発電機系配管 

（高圧炉心スプレイ系） 

      ：非常用ガス処理系配管 

      ：Ⅰ-原子炉補機海水系電路 

      ：Ⅱ-原子炉補機海水系電路 

      ：高圧炉心スプレイ補機海水系電路 

      ：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機系電路 

    （点線部は埋設を示す） 

  Ｕ   ：上階へ 

タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）（西） 

タービン建物（復水器を設置するエリア） 

U U 

U 

耐震Ｓクラス 

 の設備 

浸水防止設備 

タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）（東） 

浸水防護重点化範囲 

復水器エリア防水壁 
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2.4.2 浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策 

【規制基準における要求事項等】 

津波による溢水を考慮した浸水範囲，浸水量を安全側に想定すること。 

浸水範囲，浸水量の安全側の想定に基づき，浸水防護重点化範囲への浸水の可

能性のある経路，浸水口（扉，開口部，貫通口等）を特定し，それらに対して浸

水対策を施すこと。 

 

【検討方針】 

津波による溢水を考慮した浸水範囲，浸水量を安全側に想定する。浸水範囲，

浸水量の安全側の想定に基づき，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経

路，浸水口（扉，開口部，貫通口等）を特定し，それらに対して浸水対策を実施

する。 

津波による溢水を考慮した浸水範囲，浸水量については，地震による溢水の影

響も含めて，以下の方針により安全側の想定を実施する。 

 

・地震・津波による建物内の循環水系等の機器・配管の損傷による建物内への

津波及び系統設備保有水の溢水，下位クラス建物における地震時の地下水位

低下設備の停止による地下水の流入等の事象を考慮する。 

・地震・津波による屋外循環水配管や敷地内のタンク等の損傷による敷地内へ

の津波及び系統保有水の溢水等の事象を考慮する。 

・循環水系機器・配管等の損傷による津波浸水量については，入力津波の時刻

歴波形に基づき，津波の繰り返し襲来を考慮する。また，サイフォン効果も

考慮する。 

・機器・配管等の損傷による溢水量については，内部溢水における溢水事象想

定を考慮して算定する。 

・地下水については，地震時の地下水の流入が浸水防護重点化範囲へ与える影

響について評価する。 

・施設・設備施工上生じ得る隙間部等がある場合には，当該部からの溢水も考

慮する。 

 

【検討結果】 

前項までに述べたとおり，設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建

物及び区画が設置された敷地への津波の地上部からの到達・流入に対する外郭防

護及び取水路，放水路等の経路からの流入に対する外郭防護は，津波防護施設，

浸水防止設備を設置することにより実現している。これより，津波単独事象に対

しては，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路は存在しない。 

一方，【検討方針】に示される「地震による溢水の影響」について，２号炉に

対して「地震による溢水」を具体化すると次の各事象が挙げられる。これらの概

念図を第 2.4-4-1図に示す。 
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(1) 地震による溢水の影響を含めた浸水防護重点化範囲への影響について 

a. タービン建物（復水器を設置するエリア）における溢水 

地震に起因するタービン建物（復水器を設置するエリア）に敷設する循環水

配管伸縮継手の破損及び低耐震クラス（浸水防止機能を除く）の機器及び配管

の損傷により，保有水が溢水するとともに，津波が取水槽及び放水槽から循環

水配管等に流れ込み※１，その損傷箇所を介して，タービン建物（復水器を設置

するエリア）に流入することが考えられる。 

このため，タービン建物（復水器を設置するエリア）に流入した津波により，

隣接する浸水防護重点化範囲（原子炉建物，タービン建物（耐震Ｓクラスの設

備を設置するエリア）及び取水槽循環水ポンプエリア）への影響を評価する。 

 

  b. タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における溢水 

地震に起因するタービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に敷

設するタービン補機海水系配管を含む低耐震クラスの機器及び配管の損傷によ

り，保有水が溢水するとともに，津波が取水槽及び放水槽からタービン補機海

水系配管等に流れ込み※１，その損傷箇所を介して，タービン建物（耐震Ｓクラ

スの設備を設置するエリア）に流入することが考えられる。 

このため，浸水防護重点化範囲（タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置

するエリア），原子炉建物及び取水槽循環水ポンプエリア）への影響を評価する。 

タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）には，廃棄物処理建

物及び制御室建物が隣接するが，それぞれ浸水防護重点化範囲の高さはＥＬ.

＋8.8m及びＥＬ.＋12.8m以上であり，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設

置するエリア）における浸水水位（ＥＬ.＋3.6m）がそれ以下であることから，

廃棄物処理建物及び制御室建物の浸水防護重点化範囲への浸水経路はない。 

 

c. 取水槽循環水ポンプエリアにおける溢水 

地震に起因する取水槽循環水ポンプエリアに敷設する循環水配管伸縮継手の

破損及び低耐震クラスの機器及び配管の損傷により，保有水が溢水するととも

に，津波が取水槽及び放水槽から循環水配管等に流れ込み※１，その損傷箇所を

介して，取水槽循環水ポンプエリアに流入することが考えられる。 

このため，浸水防護重点化範囲（取水槽循環水ポンプエリア，取水槽海水ポ

ンプエリア及びタービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア））への影

響を評価する。 

 

d. 取水槽海水ポンプエリアにおける溢水 

  地震に起因する取水槽海水ポンプエリアに敷設するタービン補機海水系配

管等を含む低耐震クラスの機器及び配管の損傷により，保有水が溢水するとと

もに，津波が取水槽海水ポンプエリアに流入することが考えられる。 
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このため，浸水防護重点化範囲（取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循環水

ポンプエリア）への影響を評価する。 

 

※１：取水路と放水路は配管及び復水器を介してつながっており，２号炉の取

水槽及び放水槽の水位が高い方から，循環水配管等の損傷箇所との水頭

差により海水が流入する。（第 2.4-4-2図） 

 

e. 屋外タンク等による屋外における溢水 

地震により敷地内にある低耐震クラスの機器である屋外タンク等が損傷し，

保有水が敷地内に流出することが考えられる。 

  このため，浸水防護重点化範囲への影響を評価する。 

 

f. 建物外周地下部における地下水位の上昇 

地震により地下水を排出するための地下水位低下設備が停止し，建物周辺の

地下水位が上昇することが考えられる。 

  このため，浸水防護重点化範囲への影響を評価する。 
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第 2.4-4-2図 地震による溢水の概念図 

（海域に接続する低耐震クラスの機器及び配管の経路概要） 

 

以上の各事象の中で，「津波による溢水」に該当する事象（津波襲来下におい

て海水が流入する事象），あるいは「津波による溢水」への影響が考えられる事

象（津波による溢水の浸水範囲内で，同時に起こり得る溢水事象）としては， a.，

b.，c.，d.が挙げられることから，これらの各事象について，浸水防護重点化範

囲への影響を以下に評価した。 

上記の「地震による溢水」のうち e.，f.については，これらによる影響に対し

て「設置許可基準規則第９条（溢水による損傷の防止等）」への適合のために評

価及び対策を行うこととしており，その結果，「津波による溢水」には影響しな

い地震単独事象となっている。 

本内容については，同条に対する適合性（参考資料２第９章，参考資料３第 10

章，参考資料４補足説明資料 30）において説明しており，以下ではその概要も合

わせて示す。なお，Ａ，Ｂ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系），高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系）及び排気筒を設置するエリアについ

ては，「2.2.2 取水路，放水路等の経路からの津波の流入防止」で示した海域に

接続する経路がないことから，浸水防護重点化範囲へ津波が浸水することはない。 

また，「b. タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における溢

水」，「c. 取水槽循環水ポンプエリアにおける溢水」，「d.取水槽海水ポンプエリ

アにおける溢水」は，それらの区画が耐震Ｓクラスの設備を設置する浸水防護重

点化範囲であることから，「津波による溢水」に該当する事象（津波襲来下にお

いて海水が流入する事象）を生じさせない対策（低耐震クラスの機器及び配管へ

の津波流入防止対策（添付資料 27参照））を踏まえ，浸水防護重点化範囲への影

響を評価する。 
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(2) 浸水量評価 

a. タービン建物（復水器を設置するエリア）における溢水 

本事象による浸水量評価については，「設置許可基準規則第９条（溢水による

損傷の防止等）」に対する適合性（参考資料２第９章 9.1）において「復水器エ

リアにおける溢水」として説明している。評価条件，評価結果等の具体的な内

容を添付資料 10 に抜粋して示す。 

添付資料 10に示すとおり，本事象による浸水水位は第 2.4-5図のとおりとな

る(「設置許可基準規則第９条(溢水による損傷の防止等)」に対する適合性(第

９章 9.1)表 9-12より転載)。また，浸水イメージは第 2.4-6図のとおりとなる。 

なお，評価にあたっては「設置許可基準規則第９条（溢水による損傷の防止

等）」における対策である循環水系に追設する循環水ポンプ出口弁，復水器水室

出入口弁を閉止するインターロック（原子炉をスクラムさせる地震大信号及び

タービン建物又は取水槽循環水ポンプエリアの漏えい検知信号で作動）を前提

としている。 

 

 

 

第 2.4-5図 タービン建物（復水器を設置するエリア）における地震起因による

溢水評価 
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（平面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（断面図） 

第 2.4-6図 タービン建物（復水器を設置するエリア）における浸水イメージ 

 

また，津波による溢水に対しては，「設置許可基準規則第９条（溢水による損

傷の防止等）」に対する適合性（第９章 9.1）における「復水器エリアにおける溢

水」に示すとおり，循環水系に追加設置するインターロック（原子炉をスクラム

させる地震大信号及びタービン建物又は取水槽循環水ポンプエリアの漏えい検

知信号で作動）により，津波襲来前に循環水ポンプの出口弁及び復水器水室出口

弁の全閉により自動隔離し，また，第 2.4-7図（「設置許可基準規則第９条（溢

水による損傷の防止等）」に対する適合性（第９章 9.1）図 9-3 より転載）に示す

範囲の配管及び弁について基準地震動Ｓｓによる地震力に対してバウンダリ機

能を保持することから，津波はタービン建物（復水器を設置するエリア）に浸水
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しない。また，当該弁は津波襲来前に閉止しているため，津波による荷重が作用

することから，津波時にも閉止状態を保持できる設計とし，評価方法等について

は，詳細設計段階で説明する。当該設備の設置位置概要を第 2.4-7図に示す。 

これにより，隣接する浸水防護重点化範囲（原子炉建物，タービン建物（耐震

Ｓクラスの設備を設置するエリア）及び取水槽循環水ポンプエリア）へ津波は浸

水しない。 

  

第 2.4-7図 循環水ポンプ出口弁及び復水器水室出口弁の設置位置概要 

 

  b. タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における溢水 

  地震に起因し，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）の低

耐震クラスの配管であるタービン補機海水系配管，原子炉補機海水系配管（放

水配管），高圧炉心スプレイ補機海水系配管（放水配管），液体廃棄物処理系配

管の破損により，津波が損傷箇所を介してタービン建物（耐震Ｓクラスの設備

を設置するエリア）に流入することを防止するため，以下の対策を実施する。

対策の詳細は添付資料 27に示す。 

・原子炉補機海水系配管（放水配管），高圧炉心スプレイ補機海水系配管（放

水配管）の基準地震動 Ssによる地震力に対するバウンダリ機能保持 

・タービン補機海水系配管，液体廃棄物処理系配管への逆止弁設置 

 

上記対策により，同区画は「津波による溢水」に該当する事象（津波襲来下

において海水が流入する事象）は生じない。 

また，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に設置する耐

震Ｓクラスの設備に対する浸水影響について，添付資料 28に示す。 
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c.取水槽循環水ポンプエリアにおける溢水 

 地震に起因し，取水槽循環水ポンプエリアに敷設する循環水配管伸縮継手の

破損及び低耐震クラスの機器及び配管の損傷により，津波がその損傷箇所を介

して，取水槽循環水ポンプエリア内に流入することを防止するため，以下の対

策を実施する。対策の詳細は添付資料 27に示す。 

・循環水系の機器及び配管の基準地震動 Ssによる地震力に対するバウンダリ

機能保持 

・タービン補機海水ポンプ出口弁（インターロックによる弁閉止） 

上記対策により，同区画は「津波による溢水」（津波襲来下において海水が流

入する事象）に該当する事象は生じない。 

また，取水槽循環水ポンプエリアに設置する耐震Ｓクラスの設備に対する浸

水影響について，添付資料 28に示す。 

 

d.取水槽海水ポンプエリアにおける溢水 

地震に起因し，取水槽海水ポンプエリアに敷設するタービン補機海水系配管

を含む低耐震クラスの機器及び配管の損傷により，津波が取水槽海水ポンプエ

リアに流入することを防止するため，以下の対策を実施する。対策の詳細は添

付資料 27に示す。 

・タービン補機海水系，除じん系の機器及び配管の基準地震動 Ssによる地震

力に対するバウンダリ機能保持 

上記対策により，同区画は「津波による溢水」（津波襲来下において海水が流

入する事象）に該当する事象は生じない。 

 

e. 屋外タンク等による屋外における溢水 

本事象による浸水量評価については，「設置許可基準規則第９条（溢水による

損傷の防止等）」に対する適合性（参考資料３第 10.1）において「屋外タンク

の溢水による影響」として説明している。評価条件，評価結果等の具体的な内

容を添付資料 10 に抜粋して示す。 

添付資料 10に示されるとおり，本事象による溢水については，溢水源として

屋外に設置されたタンク等を挙げた上で，溢水防護区画への影響評価を実施し

た。その結果，屋外タンクの破損により生じる溢水が，原子炉建物，廃棄物処

理建物及びＢ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系）を設置するエリア，タ

ービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア），Ａ－非常用ディーゼル発

電機（燃料移送系），高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系）及び

排気筒を設置するエリアに影響を及ぼさないことを確認した。 

屋外タンクの溢水伝播挙動を第 2.4-8図に示す。 
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第 2.4-8-1図 屋外タンクの溢水伝播挙動 
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第 2.4-8-2図 屋外タンクの溢水伝播挙動 
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f. 建物外周地下部における地下水位の上昇 

本事象による浸水量評価については，「設置許可基準規則第９条（溢水による

損傷防止等）」に対する適合性（参考資料３第 10章 10.2）において「地下水の

溢水による影響」として説明している。評価条件，評価結果等の具体的な内容

を添付資料 10に抜粋して示す。 

添付資料 10に示されるとおり，本事象による浸水水位（建物周囲の地下水位）

については，基準地震動 Ssによる地震力に対して機能維持する地下水位低下設

備を設置することから，建物まで地下水位が上昇することはなく，地下水が溢

水防護区画に影響を与えることはないと評価している。 

その上で，安全側に地下水位をタービン建物の地表面(EL.＋8.5m)と想定し，

地震による建物外周部からの流入について，地震による残留ひび割れを考慮し

た評価を実施し，ひび割れの程度に応じた浸水量を仮定する。 

a.b.c.d.e.f.までの影響評価の内容を第 2.4-2表に示す。 

 

第 2.4-2表 影響評価一覧表 
溢水 
事象 

事象概要 
起因 
事象 

想定事象 対策 確認条文 

a 

タ ー ビン 建物

（復水器を設置

するエリア）に

おける溢水 

地震 

・内部溢水 

・津波による

溢水 

・インターロックによ

る循環水系の自動

隔離※ 

・インターロックによ

るタービン補機海

水系の自動隔離※ 

・タービン補機海水系

の放水配管等への

逆止弁設置※ 

・低耐震クラスの機器

及び配管の耐震性

評価 

設置許可基準規則 

第５条 

第９条 

b 

タ ー ビン 建物

（耐震Ｓクラス

の設備を設置す

るエリア）にお

ける溢水 

地震 

c 

取水槽循環水ポ

ンプエリアにお

ける溢水 

地震 

d 

取水槽海水ポン

プエリアにおけ

る溢水 

地震 

e 

屋外タンク等に

よる屋外におけ

る溢水 

地震 ・内部溢水 

・取水槽海水ポンプエ

リア等への防水壁

設置 

設置許可基準規則 

第９条 

f 

建物外周地下部

における地下水

位の上昇 

地震 ・内部溢水 
・地下水位低下設備の

設置※ 

設置許可基準規則 

第９条 

※ 隔離範囲については，基準地震動 Ssによる地震力に対してバウンダリ機能等を保持する

設計とする。 
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(3) 浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策 

「(2)浸水量評価」で示した各事象により想定される浸水範囲，浸水量に対し，

浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路，浸水口（扉，開口部，貫通口

等）を特定し，それらに対して浸水対策を実施した。なお，浸水の可能性のある

経路，浸水口の特定にあたっては，施設・設備施工上生じうる隙間部等として，

貫通口における貫通物と貫通口（スリーブ，壁等）との間に生じる隙間部や建物

間接合部に生じる隙間部についても考慮した。 

浸水対策の実施範囲を第 2.4-9図に，浸水経路・浸水口に応じた浸水対策の種

類を第 2.4-3表に示す。 

各浸水対策の仕様については「4.2浸水防止設備の設計」，その設置位置，施工

範囲については添付資料 11に示す。 

なお，浸水防護重点化範囲のうち，その境界部に安全側に想定した浸水が及ば

ず，結果として浸水対策が不要であった範囲を建物の階層単位で整理して示すと

第 2.4-4表となる。各津波防護対象設備において，浸水が生じ得る箇所に設置さ

れるものであるか否か（浸水対策が求められる浸水防護重点化範囲内に設置され

ているか否か）は，同表及び添付資料１「基準津波に対して機能を維持すべき設

備とその配置」により確認される。 

 

 a. タービン建物（復水器を設置するエリア）における溢水 

「浸水量評価」に示すとおり本事象による津波の浸水はない。 

 地震に起因する溢水によるタービン建物（復水器を設置するエリア）におけ

る溢水水位は，EL.約 4.8mとなるため，没水水位との関係を考慮した浸水防護

重点化範囲の境界に以下の浸水対策を行うことから，浸水防護重点化範囲（原

子炉建物，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）及び取水槽

循環水ポンプエリア）へ及ぼす影響はない。 

 ＜タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に対する対策＞ 

 ・復水器エリア防水壁，水密扉，タービン建物床ドレン逆止弁，貫通部止水

処置 

 ＜原子炉建物及び取水槽循環水ポンプエリアに対する対策＞ 

 ・貫通部止水処置 

 

b. タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における溢水 

 タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における溢水につい

ては，浸水防護重点化範囲の境界に以下の浸水対策を行うことにより，浸水防

護重点化範囲であるタービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に

津波の浸水はない。詳細は添付資料 27 に示す。 

＜タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に対する対策＞ 

・原子炉補機海水系配管（放水配管），高圧炉心スプレイ補機海水系配管（放

水配管）の基準地震動 Ssによる地震力に対するバウンダリ機能保持 
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・タービン補機海水系配管，液体廃棄物処理系排水配管への逆止弁設置 

c.取水槽循環水ポンプエリアにおける溢水 

取水槽循環水ポンプエリアにおける溢水については，浸水防護重点化範囲の

境界に以下の浸水対策を行うことにより，浸水防護重点化範囲である取水槽循

環水ポンプエリアに津波の浸水はない。なお，タービン補機海水ポンプ出口弁

に設置するインターロックについては，浸水防護重点化範囲（耐震 Sクラスの

設備を内包する建物）への津波の流入を防止する重要な設備であり，津波襲来

前に確実に閉止するため，多重化・多様化を図る。詳細は添付資料 27に示す。 

＜取水槽循環水ポンプエリアに対する対策＞ 

・循環水ポンプ及び配管の基準地震動 Ssによる地震力に対するバウンダリ機

能保持 

・タービン補機海水ポンプ出口弁（インターロックによる弁閉止） 

 

  d. 取水槽海水ポンプエリアにおける溢水 

 取水槽海水ポンプエリアにおける溢水については，浸水防護重点化範囲の

境界に以下の浸水対策を行うことにより，浸水防護重点化範囲である取水槽

海水ポンプエリアに津波の浸水はない。詳細は添付資料 27 に示す。 

＜取水槽海水ポンプエリアに対する対策＞ 

・タービン補機海水系のポンプ及び配管，除じん系のポンプ及び配管の基準

地震動 Ssによる地震力に対するバウンダリ機能保持 

 

e. 屋外タンク等における溢水 

「設置許可基準規則第９条（溢水による損傷の防止等）」に対する適合性（参

考資料３第 10.1）において「屋外タンクの溢水による影響」として説明してい

るとおり，原子炉建物，廃棄物処理建物及びＢ－非常用ディーゼル発電機（燃

料移送系）を設置するエリアに設置する格納槽の各扉付近の開口部の下端高さ

が溢水水位より高い位置にあること，タービン建物については，外壁にある扉

付近の水位が扉の設置位置を超えるが，開口部下端高さを超える水位の継続時

間が短く，流入する溢水は少量であり，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を

設置するエリア）の溢水を貯留できる空間容積より十分小さく，また，タービ

ン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）には浸水により機能喪失する

設備が設置されていないこと，取水槽海水ポンプエリアについては防水壁を，

Ａ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系），高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機（燃料移送系）及び排気筒を設置するエリアについては，防水壁及び水密

扉を設置することにより，浸水防護重点化範囲に影響を与えることはない（第

2.4－10図参照）。 
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f. 建物外周地下部における地下水位の上昇 

「設置許可基準規則第９条（溢水による損傷防止等）」に対する適合性（参考

資料３第 10章 10.2）において「地下水の溢水による影響」として説明してい

るとおり，建物外周地下部における地下水位の上昇については，基準地震動 Ss

による地震力に対して機能維持する地下水位低下設備を設置することによって，

地震時及び地震後においても地下水を地上の雨水排水系統へ排水することが可

能である。また，地下水位低下設備の電源は，非常用電源系統より供給するこ

とから，外部電源喪失時にも排水が可能となっており，水位が上昇し続けるこ

とはない（「島根原子力発電所２号炉 地震による損傷の防止 別紙-17 地下

水位低下設備について」参照）。安全側に地下水位をタービン建物の地表面(EL.

＋8.5m)と想定し，地震による建物外周部からの流入について，地震による残留

ひび割れを考慮した評価を実施し，ひび割れの程度に応じた浸水量を仮定した

場合においても，浸水防護重点化範囲に影響を与えないように浸水対策を実施

する。 

 

なお,島根２号炉の浸水防護重点化範囲であるタービン建物，制御室建物，廃

棄物処理建物（それぞれ耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）は島根１号炉タ

ービン建物等と隣接しているため,島根１号炉にて発生した溢水による島根２号

炉の浸水防護重点化範囲への浸水が考えられるが,島根２号炉と島根１号炉の建

物境界に対しては，溢水防護の観点から止水対策を実施することから,島根２号

炉へ浸水することはない。 
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（平面図） 

 

（A-A断面） 

第 2.4-9-1図 浸水対策概要図（ＥＬ.＋5.3mまで） 

 

 

 

 

タービン建物（耐震Sクラスの設備を設置するエリア）

原子炉建物

タービン建物（復水器を設置するエリア）

復水器

防水壁天端高さEL.＋5.3m

防水壁天端高さ

EL.＋4.9m

（天井高さまで）

EL．+2.0m

EL.+2.0m

EL.+0.25m

EL.+0.25m

EL.+2.0m

 

 

 

 

 

：水密扉 

：復水器エリア防水壁 

：貫通部止水処置 

：浸水防護重点範囲 

：浸水範囲 

EL+1,300 

EL.+4.8m EL.+5.3m

EL.+0.25m

EL.+5.5m

EL.+4.9m

凡例

：復水器エリア防水壁

：浸水範囲

EL.+4.8m EL.+5.3m

EL.+0.25m

EL.+5.5m

EL.+4.9m

凡例

：復水器エリア防水壁

：浸水範囲

復水器
EL.+4.8m EL.+5.3m

EL.+0.25m

EL.+5.5m

EL.+4.9m

凡例

：復水器エリア防水壁

：浸水範囲

EL.+4.8m EL.+5.3m

EL.+0.25m

EL.+5.5m

EL.+4.9m

凡例

：復水器エリア防水壁

：浸水範囲

復水器
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（平面図） 

 
（断面図） 

第 2.4-9-2図 浸水防護重点化範囲内に設置する海域と接続する低耐震クラスの

機器及び配管への対策概要図 

  

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

T

T

廃棄物処理建物より

取水槽

タービン建物

原子炉建物

原子炉建物へ

原子炉建物より

原子炉建物より

Ｃ

放水槽

ＣＳＷ排水ダクト

T

R

R

R

R

H

J

J

復
水
器

Ｃ

Ｃ

TCW熱交

注) 浸水防護機能を除く耐震クラスを記載

：耐震Ｓクラスとする範囲
：電動弁，逆止弁
：浸水防護重点化範囲
：原子炉補機海水系配管（耐震Ｓクラス）
：高圧炉心スプレイ補機海水系配管（耐震Ｓクラス）
：原子炉補機海水系放水配管（耐震Ｃクラス）
：高圧炉心スプレイ補機海水系放水配管（耐震Ｃクラス）
：タービン補機海水系配管（耐震Ｃクラス）
：循環水系配管（耐震Ｃクラス）（点線部は埋設配管を示す）
：除じん配管（耐震Ｃクラス）
：液体廃棄物処理系配管（耐震Ｃクラス）

R

H

T

C

Ｊ

：原子炉補機海水ポンプ（耐震Ｓクラス）
：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（耐震Ｓクラス）
：タービン補機海水ポンプ（耐震Ｃクラス）
：循環水ポンプ（耐震Ｃクラス）
：除じんポンプ（耐震Ｃクラス）

，

【凡例】

循環水ポンプ ＥＬ.＋8.8m

ＥＬ.＋8.5m

ＥＬ.＋1.1m

タービン補機海水ポンプ
ＥＬ.＋4.0m

ＥＬ.＋0.4m

ＥＬ.＋11.3mＥＬ.＋10.8m

取水槽
循環水ポンプエリア

取水槽
海水ポンプエリア

取水槽
除じん機エリアタービン建物

タービン建物
浸水水位

ＥＬ．＋4.8m

浸水防護重点範囲

耐震Ｓクラスとする範囲

取水槽除じん機エリア水密扉

取水槽除じん機エリア防水壁

取水槽海水ポンプエリア防水壁

（内部溢水対策）
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第 2.4-9-3図 浸水防護重点化範囲内に設置する海域と接続する低耐震クラスの

機器及び配管への対策概要図（取水槽廻り詳細図）（ＥＬ.＋2.0m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 2.4-9-4図 浸水防護重点化範囲内に設置する海域と接続する低耐震クラスの 

機器及び配管への対策概要図 

（タービン建物（復水器を設置するエリア）詳細図）（ＥＬ.＋2.0m） 

 

原子炉補機海水ポンプ（B),（D)

原子炉補機海水
ストレーナ（A)

タービン補機海水ポンプ(B),(C)

循環水ポンプ（B） 循環水ポンプ（A）

除じんポンプ（A),（B)
除じん系配管

タービン補機海水
ポンプ(A)

タービン補機海水ポンプ第二出口弁（設置予定）

タービン補機海水ポンプ出口弁
（MV247-1B,C） タービン補機海水ポンプ出口弁

（MV247-1A）

原子炉補機海水ポンプ（A),（C)

循環水ポンプ（C）

タービン補機海水系配管

原子炉補機海水
ストレーナ（B)

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：耐震Ｓクラス施設

：低耐震クラス施設

：浸水防止設備

：浸水防護重点化
範囲

タービン補機海水
ストレーナ（Ａ）

タービン補機海水
ストレーナ（Ｂ）循環水系配管（C） 循環水系配管（B） 循環水系配管（A）

高圧炉心スプレイ
補機海水ストレーナ

高圧炉心スプレイ
補機海水系配管

タービン補機海水系配管

Ⅰ－原子炉補機海水系配管

高圧炉心スプレイ
補機海水ポンプ

Y-24AN Y-24BN

Ⅱ－原子炉補機海水系配管

取水槽

タービン建物
（復水器を設置
するエリア）

循環水系配管 循環水系配管循環水系配管 Ⅰ－原子炉補機海水系配管Ⅱ－原子炉補機海水系配管
高圧炉心スプレイ
補機海水系配管

タービン補機海水系配管

循環水系配管

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽：耐震Ｓクラス施設

：低耐震クラス施設

：浸水防護重点化範囲

取水槽

タービン建物
（復水器を設置
するエリア）

タービン建物
（復水器を設置
するエリア）

タービン建物
（耐震Ｓクラス
の設備を設置
するエリア）

:上層階に設置する
範囲（EL.+5.5m）
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第 2.4-9-5図 浸水防護重点化範囲内に設置する海域と接続する低耐震クラスの

機器及び配管への対策概要図 

（タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）詳細図）（ＥＬ.＋2.6m） 

 

第 2.4-9-6図 浸水防護重点化範囲内に設置する海域と接続する低耐震クラスの

機器及び配管への対策概要図 

（屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）詳細図）（ＥＬ.＋2.0m） 

 

タービン補機海水系配管

タービン補機海水系配管

Ⅰ－原子炉補機海水系配管

Ⅰ－原子炉補機海水系配管

Ⅱ－原子炉補機海水系配管

Ⅱ－原子炉補機海水系配管

高圧炉心スプレイ補機海水系配管

タービン補機冷却系熱交換器（A）

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

：浸水防止設備

：耐震Ｓクラス施設

：低耐震クラス施設

：浸水防護重点化範囲

タービン補機冷却系熱交換器（C）

高圧炉心スプレイ補機海水系配管

タービン建物
（復水器を設置
するエリア）

タービン建物
（耐震Ｓクラス
の設備を設置
するエリア）

タービン建物
（耐震Ｓクラス
の設備を設置
するエリア）

屋外配管ダクト
（タービン建物
～放水槽）

Ｒ／Ｂ

Ｔ／Ｂ

Ｒｗ／Ｂ

取水槽

Ⅰ－原子炉補機海水系配管

Ⅱ－原子炉補機海水系配管

タービン補機海水系配管

液体廃棄物処理系配管

：低耐震クラス施設

：浸水防止設備

：浸水防護重点化
範囲

液体廃棄物処理系逆止弁

タービン補機海水系逆止弁

タービン建物
（耐震Ｓクラス
の設備を設置
するエリア）

屋外配管ダクト
（タービン建物
～放水槽）

放水槽

屋外配管ダクト
（タービン建物
～放水槽）
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第 2.4－10図 Ａ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系），高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機（燃料移送系）及び排気筒を設置するエリア及びＢ－非常用

ディーゼル発電機（燃料移送系）を設置するエリア配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※格納槽は設計中であり，形状等については変更となる可能性がある。

浸水防護重点化範囲

2号炉
原子炉建物

B-非常用ディーゼル
発電機（燃料移送系）

排気筒

A-非常用ディーゼル
発電機（燃料移送系）
高圧炉心スプレイ系ディーゼル
発電機（燃料移送系）

防水壁および水密扉

非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク格納槽※

Ｂ－非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク

格納槽入口扉

格納槽

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 2.4-3表 浸水経路・浸水口に応じた浸水対策の種類 

浸水経路・浸水口 浸水対策 

（参考） 

対象とする 

溢水事象 

通路・扉部 ・「水密扉」を設置 a,e 

区画 ・「防水壁」を設置 a,e 

貫

通

部 

配管 

・「貫通部止水処置」を実施 

a,e,f 

電線管 a,e,f 

ケーブルトレイ a,e,f 

予備スリーブ a,e,f 

床ドレン ・「逆止弁」を設置 a 

低耐震クラスの機器及

び配管 

・基準地震動 Ss による地震力に対する

バウンダリ機能保持 

・「電動弁」，「逆止弁」を設置 

b,c,d 

建物間接合部 
・「エキスパンションジョイント止水板」

を設置 
e,f 

 

第 2.4-4表 浸水防護重点化範囲境界の浸水有無（浸水対策要求有無） 

建物 

タービン建物（復水器を設置するエリア）における階層※１ 

地下１階 

(EL.+2.0m) 

浸水あり 

地上１階 

(EL.+5.5m) 

浸水なし 

地上２階 

(EL.+12.5m)以上 

浸水なし 

原子炉建物 対策要求あり 対策要求なし 

対策要求なし 制御室建物 
対策要求なし※２ 対策要求なし 

廃棄物処理建物 

タービン建物（耐震

Ｓクラスの設備を

設置するエリア） 

対策要求あり 対策要求なし 対策要求なし 

取水槽循環水ポン

プエリア 
対策要求あり 対策要求なし 対策要求なし 

※１ 建物によりエレベーションは異なり，ここでは代表でタービン建物のエレ

ベーションを表記 

※２ 制御室建物及び廃棄物処理建物の浸水防護重点化範囲はそれぞれ EL.＋

12.8m，EL.＋8.8m 以上であるため，対策要求はない。（第 2.4-2-1 図（１

／４,２／４）参照。） 
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添付資料 10 

内郭防護において考慮する溢水の浸水範囲，浸水量について 

１．はじめに 

 「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）」では，規制基準に

おける要求事項「津波による溢水を考慮した浸水範囲，浸水量を安全側に想定

すること」に関し，審査ガイドに従い，２号炉で考慮すべき具体的な溢水事象

として以下の６事象を挙げている。（図１） 

a. タービン建物（復水器を設置するエリア）における溢水

b. タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における溢水

c. 取水槽循環水ポンプエリアにおける溢水

d. 取水槽海水ポンプエリアにおける溢水

e. 屋外タンク等による屋外における溢水

f. 建物外周地下部における地下水位の上昇

原子炉建物
タービン建物

屋外タンク

RSWP TSWP
CSWP

取水槽
取水槽循環水ポンプ

エリア
取水槽海水

ポンプエリア

地下水排水ピット

タービン建物（復水器を設置するエリア）
タービン建物（耐震Ｓ
クラスの設備を設置す
るエリア）

a.タービン建物（復水器を設
置するエリア）における溢水

b.タービン建物（耐震Ｓクラスの設備
を設置するエリア）における溢水

c.取水槽循環水ポンプ
エリアにおける溢水

d.取水槽海水ポンプエ
リアにおける溢水

f.建物外周地下部

における地下水の

上昇

e.屋外タンク等による
屋外における溢水

RSW配管（放水
配管）

TSW配管TSW配管TSW配管

図１ 地震による溢水の概念図 

 これらの各事象による浸水範囲，浸水量については，「設置許可基準規則第９

条（溢水による損傷の防止等）」に対する適合性において説明されており，本書

ではその該当個所を抜粋する形で，その評価条件，評価結果等の具体的な内容

を示す。 

 なお，溢水の拡大防止対策として設置するインターロックは，「２．タービン

建物（復水器を設置するエリア）における溢水（事象ａ．）」に示すとおり，原

子炉をスクラムさせる地震大信号及びタービン建物又は取水槽循環水ポンプエ

リアの漏えい検知信号により作動し，循環水ポンプ停止，循環水ポンプ出口弁

及び復水器出入口弁が閉止する。 
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２．タービン建物（復水器を設置するエリア）における溢水（事象 a.） 
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３．タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における溢水（事

象 b.） 
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４．取水槽循環水ポンプエリアにおける溢水（事象 c.） 
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５．取水槽海水ポンプエリアにおける溢水（事象 d.） 
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６．屋外タンク等による屋外における溢水（事象 e.） 
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７．建物外周地下部における地下水位の上昇（事象 f. ） 
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